
  

  

【表紙】   

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年６月30日 

【事業年度】 第90期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

【会社名】 関東自動車工業株式会社 

【英訳名】 Kanto Auto Works, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 安 田 善 次 

【本店の所在の場所】 神奈川県横須賀市田浦港町無番地 

【電話番号】 横須賀 (046)861―5111(大代表) 

【事務連絡者氏名】 財務・原価管理部長  植 松 洋 介 

【最寄りの連絡場所】 神奈川県横須賀市田浦港町無番地 

【電話番号】 横須賀 (046)861―5111(大代表) 

【事務連絡者氏名】 財務・原価管理部長  植 松 洋 介 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  株式会社名古屋証券取引所 

  (名古屋市中区栄３丁目３番17号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、平成14年３月期は潜在株式がなく、また、平成15年３月期は希薄

化効果を有している潜在株式がないため記載していない。 

３ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用している。 

  

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 596,845 583,008 587,651 683,095 706,956

経常利益 (百万円) 6,863 10,266 12,593 14,560 13,212

当期純利益 (百万円) 4,185 10,637 12,690 8,112 7,663

純資産額 (百万円) 59,030 67,330 78,404 84,849 92,434

総資産額 (百万円) 166,943 166,594 174,121 208,534 224,650

１株当たり純資産額 (円) 848.08 967.35 1,124.45 1,218.51 1,332.06

１株当たり当期純利益金
額 

(円) 60.03 151.09 180.14 113.98 107.70

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金
額 

(円) ― ― 179.65 113.76 107.29

自己資本比率 (％) 35.4 40.4 45.0 40.7 41.1

自己資本利益率 (％) 7.2 16.8 17.4 9.9 8.6

株価収益率 (倍) 11.94 3.99 6.63 13.28 16.15

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 32,883 29,167 9,749 39,329 15,098

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,473 △12,269 △2,089 △25,817 △47,356

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △28,446 △14,614 △3,530 △1,970 15,153

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 1,114 3,398 7,527 19,069 1,965

従業員数 (人) 6,726 6,543 6,436 6,485 6,665



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、平成14年３月期は潜在株式がなく、また、平成15年３月期は希薄

化効果を有している潜在株式がないため記載していない。 

３ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用している。 

  

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 578,331 559,826 556,593 640,072 661,133

経常利益 (百万円) 7,307 10,154 11,745 13,224 12,433

当期純利益 (百万円) 4,627 10,278 12,315 7,482 7,481

資本金 (百万円) 6,850 6,850 6,850 6,850 6,850

発行済株式総数 (千株) 69,843 69,843 69,843 69,843 69,843

純資産額 (百万円) 58,679 66,621 77,321 83,160 90,591

総資産額 (百万円) 155,180 157,019 166,026 198,766 217,456

１株当たり純資産額 (円) 843.03 957.16 1,108.91 1,194.25 1,305.49

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配
当額) 

(円) 
11.00 

(5.00)

15.50

(6.00)

20.00

(8.00)

22.00 

(11.00)

24.00

(11.00)

１株当たり当期純利益金
額 

(円) 66.37 146.20 175.08 105.30 105.56

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金
額 

(円) ― ― 174.60 105.10 105.16

自己資本比率 (％) 37.8 42.4 46.6 41.8 41.7

自己資本利益率 (％) 8.0 16.4 17.1 9.3 8.6

株価収益率 (倍) 10.80 4.12 6.83 14.38 16.47

配当性向 (％) 16.6 10.5 11.4 20.9 22.7

従業員数 (人) 5,555 5,406 5,361 5,391 5,522



２ 【沿革】 

当社は、昭和17年７月横須賀市に株式会社海雄会として設立され、軍装被服の製作を行っていたが、終戦により、

一時事業を閉鎖した。 

その後、昭和21年４月社名を関東電氣自動車製造株式会社とあらため、地元横須賀市をかつての軍港都市から工業

都市として復興させ、戦争で荒廃した交通機関を再建しようという目的で電気自動車及びバスボデーの製造を開始し

た。 

  

年月 概要 

昭和21年４月 関東電氣自動車製造株式会社と社名変更し再発足 

  21年９月 

  

旧水雷学校地区(現横須賀工場田浦地区)で工場開所式挙行 

(創立記念日は昭和21年９月14日とする) 

  24年３月 トヨペットSBP型セダン生産開始 

  25年５月 関東自動車工業株式会社と社名変更 

  25年７月 トヨペットボデーの製造に全面切替 

  28年10月 東京証券取引所店頭公開 

  29年５月 関東商事㈱(現・連結子会社)設立 

  29年６月 トヨタ自動車工業㈱(現・トヨタ自動車㈱)が資本参加 

  33年６月 名古屋証券取引所店頭公開 

  36年３月 深浦工場(昭和44年４月横須賀工場に統合し、同深浦地区に改称)完成 

  36年10月 東京・名古屋証券取引所第２部上場 

  38年８月 東京・名古屋証券取引所第１部上場 

  41年11月 デミング賞実施賞を受賞 

  43年８月 東富士工場完成 

  48年２月 関東興産㈱(現・連結子会社)設立 

  50年12月 トヨタオフィス生産開始 

  52年４月 トヨタホーム生産開始 

  57年６月 技術センター完成 

  62年６月 東富士化成品工場完成 

  63年12月 ㈱ケイ・イー・プロテック(現・連結子会社)設立 

平成３年６月 岩手工場起工 

  ４年７月 ㈱ケー・アイ・ケー(現・連結子会社)設立 

  ５年９月 岩手工場完成 

  11年４月 富士湘南トヨタホーム㈱(現・連結子会社)設立 

  12年４月 

  

三洋工業㈱(旧・連結子会社)が、石川工業㈱(旧・連結子会社)及び横須賀工業㈱(旧・非連結子

会社)を吸収合併し、㈱ワイズ(現・連結子会社)に改称 

  12年４月 相模原オフィス設置 

  12年７月 横須賀工場深浦地区閉所 

  12年10月 朝日貿易倉庫㈱(旧・非連結子会社)及び東海実業倉庫㈱(旧・非連結子会社)を吸収合併 

  14年４月 関東興産㈱(現・連結子会社)が㈱アメニティ・ライフ(旧・非連結子会社)を吸収合併 

  14年７月 相模原オフィス閉鎖 

  16年11月 岩手工場第２ライン起工 

  17年２月 東富士新社屋起工 

  17年11月 岩手工場第２ライン完成 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、本報告書提出日現在、関東自動車工業株式会社(当社)を連結子会社とするトヨタ自動車株式会

社、当社、連結子会社７社、非連結子会社４社及び関連会社３社により構成されている。 

その主な事業は、トヨタ自動車株式会社からの受注により自動車ボデーを架装し、販売している。 

また、自動車ボデーを架装するため、同社より一部自動車部品の有償支給を受け、その他の部品及び原材料等の一

部を子会社から購入している。 

なお、自動車以外のセグメントは、小規模事業であり重要性に乏しいことから、当社グループは事業の種類別セグ

メントの記載を省略している。また、部門別セグメントは行っていない。 

  

〔概 要 図〕 平成18年３月31日現在 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ トヨタ自動車㈱は、有価証券報告書の提出会社である。 

２ 上記連結子会社のうち、特定子会社はない。 

３ 上記連結子会社のうち、有価証券報告書、有価証券届出書の提出会社はない。 

４ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超える連結子会社がないため、主要な損

益情報等の記載を省略している。 

５ トヨタ自動車㈱の議決権の被所有割合の〈 〉内は間接被所有割合で内数。 

６ 子会社の議決権に対する所有割合欄の( )内の数字は、関東商事㈱による間接所有割合(内数)を示す。 

７ 所有割合は100分の50以下であるが、役員の派遣等により実質的に支配しているため、連結子会社としている。 

  

名称 住所 資本金
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％) 

関係内容 

(親会社)   

トヨタ自動車㈱ (注)１、５ 愛知県豊田市 397,049
自動車及び住
宅の製造販売
等 

(被所有50.81)
〈0.4〉

自動車ボデーの架装受注等

(連結子会社)   

関東商事㈱ 神奈川県横須賀市 153
石油製品等の
販売及び輸送
業 

100.0

当社製品の原材料購入及び
自動車部品の加工製造・輸
送 
役員兼務等…有 

関東興産㈱ 神奈川県横須賀市 90
工場施設等の
保守保全 100.0

当社工場・施設等の保守保
全 
役員兼務等…有 

㈱ワイズ (注)６ 静岡県裾野市 100
自動車部品の
加工製造 

65.2
(2.0)

当社製品の自動車部品の製
造 
役員兼務等…有 

㈱ケー・アイ・ケー 岩手県北上市 80
自動車部品の
加工製造 100.0

当社製品の自動車部品の製
造 
役員兼務等…有 

㈱ケイ・イー・プロテック 神奈川県横須賀市 30
電気自動制御
機器等の製造
等 

100.0
当社製品の自動車生産設備
の製造・保守等 
役員兼務等…有 

㈱関東シート製作所 (注)７ 岩手県北上市 332
自動車部品の
加工製造 38.9

当社製品の自動車部品の製
造 
役員兼務等…有 

富士湘南トヨタホーム㈱ 静岡県裾野市 200
住宅の施工、
販売 100.0

トヨタホームの販売 
役員兼務等…有 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりである。 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。)

を記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社からの出向者を除き、当社への出向者を含む。)を記載している。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含めている。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び一部の連結子会社の労働組合は、全トヨタ労働組合連合会に加盟し、全トヨタ労働組合連合会を通じて

全日本自動車産業労働組合総連合会に所属している。なお、会社との間には特記すべき事項はない。 

  

事業部門の名称 従業員数(人)

自動車関連 6,228 

その他 437 

合計 6,665 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

5,522 40.1 19.3 7,412



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の我が国経済は、民間設備投資および輸出が堅調に推移し、個人消費が緩やかに増加するなど、

総じて回復基調のうちに推移した。 

自動車業界においては、乗用車の国内販売は普通乗用車の需要が落ち込んだものの、小型乗用車及び軽自動車の

需要増により、ほぼ前連結会計年度並みとなった。また輸出については、米国向けを中心に堅調に推移したため、

国内乗用車総生産台数については、前連結会計年度を上回った。 

このような情勢のもと、当社はトヨタグループの一員として中期経営計画Glorious60を強力に推進している。当

連結会計年度は今後の成長基盤となる岩手工場第２ラインの新設や、グローバルコンパクト車の開発～生産準備～

生産に向けた諸施策を積極的に展開してきた。 

その結果、当連結会計年度の業績については、当社の自動車生産台数は前連結会計年度と比べ43,414台(11.2％)

増の431,976台となった。これは、主に岩手工場に新設した第２ラインのベルタ、ヤリスセダンや東富士工場へ導入

したカローラフィールダー等の生産台数の増加によるものである。 

連結売上高は、台数増により前連結会計年度と比べ23,861百万円(3.5％)増収の706,956百万円となった。 

利益については、岩手工場の償却方法変更(定額法から定率法へ)による影響額2,508百万円、同工場の第２ライン

準備費用1,422百万円など将来の経営体質強化及び持続的成長に向けた積極的な施策を実施した結果、連結経常利益

は前連結会計年度と比べ1,348百万円(9.3％)減の13,212百万円、連結当期純利益は前連結会計年度と比べ449百万円

(5.5％)減の7,663百万円となった。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローは、営業活動により15,098百万円増加し、投資活動により47,356百万円減

少し、財務活動により15,153百万円増加し、この結果、現金及び現金同等物は17,103百万円の減少となり、期末残

高は1,965百万円(前年同期比89.7％減)となった。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は15,098百万円であり、前連結会計年度に比べ24,231百万円

(61.6％)減少した。この減少の主な原因は、売上債権の増加によるキャッシュ・フローの減少4,833百万円、仕入債

務の減少によるキャッシュ・フローの減少21,554百万円、未払金の減少によるキャッシュ・フローの減少14,199百

万円があったこと等による。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は47,356百万円であり、前連結会計年度に比べ21,539百万円

(183.4％)減少した。この減少の主な原因は、有形固定資産の取得による支出が前連結会計年度に比べ22,052百万円

(184.3％)増加したこと等によるものである。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動による資金の増加は15,153百万円であり、主な資金使途は、長期借入金の約定

返済による153百万円、社債償還による支出500百万円、配当金の支払1,531百万円等である。なお、前連結会計年度

に比べ17,123百万円増加したが、この増加の主な原因は短期及び長期借入金の調達額が17,786百万円増加したこと

等によるものである。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績は次のとおりである。 

  

  

(2) 受注及び販売実績 

当連結会計年度における受注及び販売実績は次のとおりである。 

  

(注) １ 本表の金額には、消費税等は含んでいない。 

２ 事業部門間の取引については、相殺消去している。 

３ 最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

  

  

区分 生産台数(台) 前期比(％) 

車両 431,976 111.2

合計 431,976 111.2

事業部門の名称 金額(百万円) 前期比(％) 

自動車関連 693,998 103.7

その他 12,957 95.7

合計 706,956 103.5

相手先 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

トヨタ自動車㈱ 
金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

635,893 93.1 657,442 93.0



３ 【対処すべき課題】 

順調な世界経済を背景に日本経済は回復軌道に乗ってきているが、量的緩和解除に伴う金利や為替、株価への影響

などの懸念材料もあり、リスクや環境変化への対応の重要性は大変高まってきている。 

一方、自動車業界にとっては、深刻化する地球環境やエネルギー問題への対応が急務となってきている。また、世

界的なコンパクトカーの市場拡大や海外への現地生産化への対応等も、戦略展開のカギを握るポイントと考えられ

る。 

このような中で平成17年度に当社は、コンパクトカーを基軸とした生産体制に転換した。今後は、コンパクトカー

の生産により量的拡大・安定化を図るとともに高級車の効率的な少量生産も継続して、技術・技能の更なる向上に取

り組んでいく。 

また、品質・コスト競争力の一層の強化や海外事業の具体的展開を進め、トヨタグループの世界戦略を通して市場

のニーズに応えていく考えである。 

  

創立60周年の節目となる平成18年度は以下の重点課題を掲げ、その達成に向けて全社一丸となって取り組んでい

く。 

(1) 構造改革プログラム「Glorious(グローリアス)60」の完遂と2010年ビジョン実現に向けた更なる取り組みの推

進 

(2) 競争力ある生産体制の構築に向けた東富士工場の革新・岩手工場の強化と新型車の完璧な立上げ 

(3) 海外事業への積極的な取り組み 

(4) 主たる機能の東富士移転の円滑な実行と移転を機とした構造改革推進による成果の拡大 

  

これらの課題達成に向けた取り組みとともに、平成18年度は『Go back to the basics』をキーワードに、基本の再

徹底を推進していく。 

  

 

  

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業活動における主なリスクには、下記のようなものがある。 

① 経済情勢・市場動向 

原油価格の高騰や急激な為替変動など、世界経済に不測の事態が生じ、自動車市場が大きく変化した場合には、

当社グループの業績および財務状況が影響を受ける可能性がある。 

② 主要な販売先 

当社グループの事業は自動車組立という単一事業セグメントに多くを依存しており、加えて売上高の大半がトヨ

タ自動車株式会社であるため、同社の販売・生産計画の大幅な変更が、当社グループの業績および財務状況に影響

を及ぼす可能性がある。 

③ 製品のリコール等 

顧客の安全のため大規模なリコールとなった場合、製造物にかかる賠償責任については保険に加入しているが、

当社グループの業績および財務状況が影響を受ける可能性がある。 

④ 災害等 

災害(地震、火災、停電他)などの不測の事態が発生した場合には、当社グループの生産・納入活動が遅延・停滞

し、当社グループの業績および財務状況が影響を受ける可能性がある。 

  

当社グループは皆様の信頼にお応えすべく、事業計画の達成に向け事業リスクを認識し、これを未然防止するよう

諸施策を展開している。 

その主な施策として当社グループは、お客様や社会のニーズに則した商品提供を推進するため、安全、品質および

環境を最重点項目として開発力の強化、生産体質の革新に取り組んでいる。 

中でも製造物責任においては、社内の品質機能会議、技術機能会議等を通じ様々な改善手法を用いてリスク発生の

未然防止に努力している。 

また、自然災害をはじめとする不測の事態に対しても社内に危機管理委員会を設置し、リスク項目の評価と防災対

策の実施など、諸施策を推進している。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はない。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、トヨタ自動車㈱からの車両開発に関する受託開発を中心とした研究開発活

動を行っている。 

活動方針としては、多様化、高度化する市場ニーズを的確に反映した魅力ある新製品の開発を狙いに、企画・デザ

インから設計・試作・評価に至る一貫した開発体制の下で、新材料、新機構、高品質、低コスト等の研究開発活動を

重点的に推進している。 

当連結会計年度における車両開発の成果としては、「ラクティス、レクサスIS・ES」等がある。また、車両開発期

間を短くすべくCAE(コンピューターによる解析)技術開発等将来の車両開発に備えた研究を行っている。 

研究開発費は、当社グループとしての自主開発費は、2,182百万円、トヨタ自動車㈱からの受託開発費は、16,746百

万円である。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針および見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成され

ており、財政状態および経営成績の報告に関しては、以下の方法により行われている。 

当社グループは、連結財務諸表の作成に関し、決算日における資産・負債および偶発債務並びに収益・費用の計

上にあたって一部当社の判断および見積りにより行っているものがある。具体的には以下のとおりである。 

① 収益の認識 

当社グループの売上高は、主として顧客に対して製品が出荷された時点で計上している。 

② 貸倒引当金 

当社グループは、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績をもとに

回収不能見込額を見積もっている。また、貸倒れが懸念される特定の債権については相手先の財政状態、経営成

績等を勘案して回収可能性を検討し、回収不能見込額を判断して計上している。 

③ 製品保証引当金 

当社グループは、収益を認識する時点でアフターサービス費用として当連結会計年度実績を基準として翌連結

会計年度に予測される金額を見積り、製品保証引当金を計上している。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付費用および債務は、その計算に使われた前提条件により異なる。 

これらの前提条件には、割引率、昇給率、退職率、死亡率、年金資産の期待運用収益率などが含まれる。 

原則法を適用する当社および連結子会社においては、割引率は、一定期間の日本国債の利回りの変動を考慮し

て決定している。年金資産の期待運用収益率は、年金資産が投資されている資産の種類毎の長期期待運用収益率

に基づいて決定している。 

実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その差額は累積され、将来の会計期

間にわたって規則的に認識するため、原則として将来の会計期間に費用化され、債務認識される。 

当社および連結子会社は、使用した前提条件が妥当なものと考えているが、実績との差異または前提条件自体

の変更により、将来の退職給付費用および債務に影響を与える可能性がある。 

⑤ 繰延税金資産 

当社グループは、繰延税金資産の計上に当たっては、将来の課税所得および、慎重かつ実現可能性の高い継続

的な税務計画を検討しているが、純繰延税金資産の全部または一部を将来実現できないと判断した場合、当該判

断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上することとしている。 

  



(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、自動車生産台数が431,976台と、前連結会計年度と比べ43,414台

(11.2％)増となった。これは、主に岩手工場に新設した第２ラインのベルタ、ヤリスセダンや東富士工場へ導入し

たカローラフィールダー等の生産台数の増加によるものである。 

連結売上高は、台数増により前連結会計年度と比べ23,861百万円(3.5％)増収の706,956百万円となった。 

連結経常利益は、岩手工場の償却方法変更(定額法から定率法へ)による影響や、同工場の第２ライン準備費用の

発生など将来の経営体質強化及び持続的成長に向けた積極的な施策を実施した結果、前連結会計年度と比べ1,348百

万円(9.3％)減の13,212百万円、連結当期純利益は前期に比べ449百万円減(5.5％)の7,663百万円となった。 

  

  



(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は前連結会計年度末に比べ17,103百万円減少の1,965百万円

となった。 

各キャッシュ・フローの状況とその要因は次の通りである。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の営業活動による資金は、税金等調整前当期純利益12,516百万円、減価償却費17,877百万円に対

し、法人税等の支払い△5,117百万円、売上債権の増加△4,555百万円、未払金の減少△4,883百万円等の結果、

15,098百万円の増加となった。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の投資活動による資金は、岩手工場第２ラインの建設、新製品切替等の設備投資、体質改善や合

理化推進のための設備投資の結果、47,356百万円の減少となった。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の財務活動による資金は、長期借入金5,000百万円と短期借入金12,786百万円を設備投資資金とし

て調達したこと等により、15,153百万円の増加となった。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、新型車生産・能力増強・合理化などを重点に設備投資を実施した。その結

果設備投資額は、48,214百万円となった。 

また生産体制の再構築の一環として、当連結会計年度において、設備の除却等を行った。 

なお、新設等及び除却等の内容は次のとおりである。 

(1) 新設等 

  

  

(2) 除却等 

  

  

会社名 事業所名 設備の内容 投資額(百万円) 

関東自動車工業㈱ 

岩手工場 車両生産設備 32,971

東富士工場 同上 8,260

他 同上 2,659

㈱関東シート製作所他 

㈱関東シート製作所 車両生産設備 2,002

㈱ケー・アイ・ケー 同上 1,375

他 同上 947

合計 48,214

会社名 事業所名 設備の内容 帳簿価額(百万円) 除却等の時期 

関東自動車工業㈱ 岩手工場 車両生産設備 1,512 平成18年３月他 

関東自動車工業㈱ 東富士工場他 車両生産設備他 1,061 平成18年３月他 



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上表のほか、建設仮勘定として13,210百万円がある。 

２ 「生産設備」貸与資産は、主としてトヨタ自動車㈱(岩手県胆沢郡金ヶ崎町：土地22,932㎡、金額254百万円、建物15,895

㎡、金額945百万円)及び㈱ワイズ(静岡県裾野市：建物7,933㎡、金額758百万円)に、また、「その他設備」の貸与資産は

主として、北辰工業㈱(神奈川県横須賀市：土地20,998㎡、金額428百万円、建物12,010㎡、金額260百万円)に貸与してい

る。 

３ 事業所名「その他」の「その他設備」の主なものは、産業廃棄物処理施設(神奈川県横須賀市：土地25,490㎡、金額231百

万円)である。 

４ 上表のほか、リース契約による主な資産としては、工具・器具及び備品(パソコン：契約期間７年他)がある。 

５ 帳簿価額の「その他」の内訳は工具、器具及び備品である。 

  

事業所名 
(主な所在地) 

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物 

及び構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
［面積㎡］ 

その他 合計 

本社・工機工場 他 
(神奈川県横須賀市) 

生産設備 3,458 885
691

［107,734］
1,136 6,171 1,978

東富士工場 
(静岡県裾野市) 

生産設備 4,915 11,186
3,534

［278,550］
2,829 22,465 2,128

岩手工場 
(岩手県胆沢郡金ヶ崎
町) 

生産設備 25,675 31,045
10,553

［949,840］
5,085 72,359 1,389

山梨事業所 
(山梨県南アルプス市) 

生産設備 ― ―
―

［―］
― ― 27

貸与資産 
(神奈川県横須賀市他) 

生産設備 1,191 255
262

［28,732］
566 2,276 ―

計   35,241 43,372
15,041

［1,364,857］
9,617 103,272 5,522

社宅・寮 
(神奈川県横須賀市他) 

厚生施設 1,353 1
635

［19,591］
1 1,992 ―

社宅・寮 
(静岡県裾野市) 

厚生施設 1,781 1
157

［103,995］
2 1,943 ―

社宅・寮 
(静岡県御殿場市他) 

厚生施設 65 ―
19

［2,453］
0 85 ―

社宅・寮 
(岩手県胆沢郡金ヶ崎
町) 

厚生施設 2,505 ―
478

［24,487］
0 2,983 ―

研修所 
(神奈川県横須賀市) 

厚生施設 533 ―
8

［1,857］
1 543 ―

研修所 
(静岡県御殿場市) 

厚生施設 4 ―
35

［35,345］
0 39 ―

駐車場他 
(神奈川県横須賀市他) 

厚生施設 210 ―
336

［2,543］
5 552 ―

深浦事業所 
(神奈川県横須賀市) 

その他設備 832 137
1,249

［52,564］
26 2,246 ―

貸与資産 
(神奈川県横須賀市他) 

その他設備 1,604 0
953

［36,676］
― 2,558 ―

その他 
(神奈川県横須賀市他) 

その他設備 29 6
775

［49,663］
0 813 ―

計   8,921 147
4,651

［329,177］
38 13,759 5,522

合計   44,163 43,519
19,693

［1,694,035］
9,656 117,032 5,522



(2) 国内連結子会社の状況 

平成18年３月31日現在 

※ 上表のほか、建設仮勘定として７社合計で203百万円がある。 

  

事業所名 
(主な所在地) 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物 

及び構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
［面積㎡］ 

その他 合計 

関東商事㈱ 
(神奈川県横須賀市) 

1,251 457
472

［24,106］
111 2,292 127

関東興産㈱ 
(神奈川県横須賀市) 

130 46
195

［15,825］
8 381 270

㈱ワイズ 
(静岡県裾野市) 

487 912
615

［35,487］
353 2,369 242

㈱ケー・アイ・ケー 
(岩手県北上市) 

1,314 1,145
575

［41,243］
630 3,665 134

㈱ケイ・イー・プロテック 
(神奈川県横須賀市) 

12 9
―

［―］
13 36 75

㈱関東シート製作所 
(岩手県北上市) 

1,535 2,375
995

［36,994］
1,081 5,988 249

富士湘南トヨタホーム㈱ 
(静岡県裾野市) 

52 11
―

［―］
9 74 46



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、今後の生産計画、投資効率を総合的に勘案して計画している。 

当連結会計年度後１年間の設備投資計画(新設等)は、38,000百万円である。平成18年３月末現在の重要な設備の新

設等及び除却等の計画は次のとおりである。 

  

(1) 新設等 

  

  

(2) 除却等 

  

  

会社名 設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法

着手及び完了予定
完成後の 
増加能力 総額 

(百万円) 
既支払額
(百万円)

着手 完了

関東自動車工業㈱ 
車両生産設
備等 

34,500 ―
自己資金及び借
入金 

平成18年
４月 

平成19年
３月 

新製品への切替及
び経常的な設備更
新の為、生産能力
に変更は殆どな
し。 

㈱ケー・アイ・ケ
ー 

同上 1,608 ― 同上 同上 同上 同上 

㈱関東シート製作
所 

同上 1,101 ― 同上 同上 同上 同上 

会社名 事業所名 設備の内容
帳簿価額
(百万円) 

除却等の
予定年月日 

除却等による 
減少能力 

関東自動車工業㈱ 岩手工場 車両生産設備 1,816 平成18年10月他

新製品への切替に
伴う除却の為、生
産能力に変更は殆
どなし。 

関東自動車工業㈱ 東富士工場 同上 477 平成18年９月他 同上 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 69,843,137 69,843,137

東京証券取引所
(市場第１部) 
名古屋証券取引所 
(市場第１部) 

― 

計 69,843,137 69,843,137 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行している。 

  

  

  

株主総会の特別決議日(平成16年６月９日)

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 4,440(注)１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 444,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,214(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日～
平成20年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  1,214
資本組入額   607 

同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の権利行使は
１個単位とする。 

② 新株予約権の割当を受け
た者は、権利行使時にお
いて、当社もしくは当社
の子会社、関連会社の取
締役、監査役もしくは当
社従業員たる地位にある
ことを要する。但し、下
表に定める条件及び期間
に限り、退任・退職後の
権利行使を認めるものと
する。 

 

 

③ 新株予約権者が死亡した
場合は、相続人はこれを
行使できないものとす
る。 

④ その他の条件は、本総会
および新株予約権発行の
取締役会決議に基づき、
当社と新株予約権の割り
当てを受けたものとの間
で締結する「新株予約権
付与契約」で定めるとこ
ろによる。 

退任・退職時期 権利行使期間

平成16年７月１日
～ 

平成17年６月30日

平成18年７月１日
から６ヶ月間 

平成17年７月１日
～ 

平成18年６月30日

平成18年７月１日
から１年間 

平成18年７月１日
～ 

平成20年６月30日

退任・退職後１年
６ヶ月間(但、権
利行使期間内) 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。 
２ 新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額は
調整され、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己
株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、また「１株当たり払込金額」を「１株当
たり処分価額」に、それぞれ読み替えるものとする。 

  新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により
生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他こ
れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるもの
とする。 

３ 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失し
た者の新株予約権の目的となる株式の数を減じている。 

  

  
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× １株当たりの時価 
  既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) 子会社を吸収合併したことによる増加 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 当事業年度末現在の自己株式450,939株は「個人その他」欄に4,509単元、「単元未満株式の状況」欄に39株含まれてい

る。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が40単元含まれている。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。 

２ 当社は、トヨタ自動車株式会社の株式2,814千株(0.08％)を退職給付信託の信託財産に拠出している。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成12年10月１日 
(注) 

― 69,843 ― 6,850 303 5,144

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

0 71 26 99 84 1 6,236 6,517 ―

所有株式数 
(単元) 

0 151,946 4,658 382,848 55,100 1 103,612 698,165 26,637

所有株式数 
の割合(％) 

0 21.76 0.67 54.84 7.89 0.00 14.84 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式の割合(％) 

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 34,975 50.08

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,444 3.50

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,775 2.54

関東自動車工業従業員持株会 神奈川県横須賀市田浦港町無番地 1,331 1.91

日新火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台２丁目３ 1,155 1.65

三井生命保険株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,000 1.43

豊田通商株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅４丁目９－８ 1,000 1.43

明治安田生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８番12号 859 1.23

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 827 1.18

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27－２ 693 0.99

計 ― 46,059 65.94

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 2,444千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 1,775千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれている。また、「議決権

の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数40個が含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式39株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 450,900 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

69,365,600 
693,656 ― 

単元未満株式 普通株式 26,637 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 69,843,137 ― ― 

総株主の議決権 ― 693,656 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
関東自動車工業㈱ 

神奈川県横須賀市田浦港町
無番地 

450,900 ― 450,900 0.65

計 ― 450,900 ― 450,900 0.65



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用している。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、「当社取締役、監査役及び従

業員」並びに「当社子会社、関連会社の取締役、監査役」に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行す

ることを平成16年６月９日の定時株主総会において特別決議されたものである。 

  

当該制度の内容は次のとおりである。 

  

(注) 新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額は調
整され、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己株
式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、また「１株当たり払込金額」を「１株当たり
処分価額」に、それぞれ読み替えるものとする。 
新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生
ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これ
らの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとす
る。 

  

決議年月日 平成16年６月９日定時株主総会及び平成16年６月22日取締役会 

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役25名、監査役３名及び従業員129名、当社子会社、関連会社

の取締役25名、監査役１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 444,000株 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,214円(注) 

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日から平成20年６月30日 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の権利行使は１個単位とする。 

② 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社もしく

は当社の子会社、関連会社の取締役、監査役もしくは当社従業員た

る地位にあることを要する。但し、下表に定める条件及び期間に限

り、退任・退職後の権利行使を認めるものとする。 
 

 

③ 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないもの

とする。 

退任・退職時期 権利行使期間 

平成16年７月１日～平成17年６月30日 平成18年７月１日から６ヶ月間 

平成17年７月１日～平成18年６月30日 平成18年７月１日から１年間 

平成18年７月１日～平成20年６月30日
退任・退職後１年６ヶ月間 
(但、権利行使期間内) 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとする。 

  
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× １株当たりの時価 
  既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】 普通株式 

イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はない。 

  

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はない。 

  

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年６月15日現在 

  

平成18年６月15日現在 

  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はない。 

  

ホ 【自己株式の保有状況】 

平成18年６月15日現在 

(注) １ 「保有自己株式数」は平成17年10月28日及び平成18年１月31日の取締役会決議による取得分以外の自己株式を含んでい

る。 

２ ６月１日から６月15日までの単元未満株式の取得は含んでいない。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はない。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年10月28日決議) 

120,000 218,000,000

前決議期間における取得自己株式 120,000 212,687,300

残存決議株式数及び価額の総額 0 5,312,700

未行使割合(％) 0 2.44

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成18年１月31日決議) 

121,000 268,000,000

前決議期間における取得自己株式 121,000 216,641,700

残存決議株式数及び価額の総額 0 51,358,300

未行使割合(％) 0 19.16

区分 株式数(株) 

保有自己株式数 451,053



３ 【配当政策】 

当社の利益配分につきましては、業績及び配当性向等を総合的に勘案して、株主の皆様のご期待にお応えすべく、

長期安定的な配当維持と配当性向の向上を図っていきたいと考えている。 

これらを考慮の上、第90期の年間配当額は、前期と比較し、普通配当額１株当り２円00銭増配の24円で実施するこ

ととした。 

内部留保は、将来にわたる株主の皆様への利益を確保するため、生産体制の革新、商品力向上、新分野での付加価

値増等、企業体質の一層の強化・充実を図るための投資に充当する。 

  

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年10月28日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものである。 

  

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 858 745 1,200 1,514 1,879

最低(円) 586 552 601 1,011 1,191

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 1,710 1,879 1,826 1,838 1,879 1,781

最低(円) 1,474 1,636 1,696 1,680 1,695 1,610



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役会長 代表取締役 内 川   晋 昭和13年10月11日生

昭和36年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 

64

平成２年９月 同社取締役就任 

 〃 ８年６月 同社常務取締役就任 

 〃 10年６月 東和不動産株式会社取締役就任

(現) 

 〃 10年６月 当社取締役社長就任 

 〃 10年12月 株式会社旭洋工業製作所取締役就

任 

 〃 12年６月 セントラル自動車株式会社監査役

就任 

 〃 13年６月 株式会社豊田中央研究所取締役就

任 

 〃 15年６月 株式会社岩手銀行取締役就任(現) 

 〃 16年６月 当社取締役会長就任(現) 

 〃 18年４月 名古屋工業大学理事就任(現) 

取締役社長 代表取締役 安 田 善 次 昭和17年４月19日生

昭和40年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 

16

平成８年６月 同社取締役就任 

 〃 11年６月 同社常務取締役就任 

 〃 12年６月 東京エアーサービス株式会社監査

役就任 

(現 TASエクスプレス株式会社) 

 〃 12年６月 株式会社キャタラー監査役就任 

 〃 13年６月 トヨタ自動車株式会社専務取締役

就任 

 〃 16年６月 当社取締役社長就任(現) 

 〃 16年12月 株式会社旭洋工業製作所取締役就

任(現) 

 〃 17年６月 セントラル自動車株式会社監査役

就任(現) 

専務取締役   鈴 村 喬 司 昭和21年10月13日生

昭和44年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 

8

平成８年１月 同社調達企画部副部長 

 〃 11年１月 当社顧問 

 〃 11年６月 当社取締役就任 

 〃 14年６月 株式会社ワイズ取締役就任 

 〃 14年６月 当社常務取締役就任 

 〃 16年６月 当社専務取締役就任(現) 

 〃 16年６月 富士湘南トヨタホーム株式会社取

締役就任(現) 

 〃 17年６月 関東商事株式会社監査役就任 

 〃 17年６月 関東興産株式会社取締役就任 

 〃 18年６月 関東商事株式会社取締役社長就任

(現) 



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

専務取締役   川 村 俊 郎 昭和22年２月24日生

昭和46年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 

6

平成７年１月 同社第１ボデー設計部長 

 〃 11年１月 当社顧問 

 〃 11年６月 当社取締役就任 

 〃 14年６月 株式会社ケイ・イー・プロテック

取締役就任 

 〃 14年６月 当社常務取締役就任 

 〃 16年６月 当社専務取締役就任(現) 

 〃 16年６月 株式会社ケイ・エフ・サービス監

査役就任 

 〃 17年６月 東芝ケーエヌシステム株式会社取

締役就任 

 〃 17年６月 株式会社ケイ・エフ・サービス取

締役就任 

 〃 18年６月 関東興産株式会社取締役就任(現) 

 〃 18年６月 株式会社関東シート製作所監査役

就任(現) 

 〃 18年６月 株式会社豊田中央研究所取締役就

任(現) 

専務取締役   髙 須 利 治 昭和22年２月12日生

昭和44年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 

5

平成７年１月 同社高岡工場第２総組立部長 

 〃 ８年１月 同社高岡工場品質管理部長 

 〃 14年５月 トヨタモーターマニュファクチャ

リングフランス株式会社取締役社

長 

 〃 17年１月 トヨタモーターヨーロッパ株式会

社技監兼トヨタモーターマニュフ

ァクチャリングフランス株式会社

取締役会長 

 〃 18年４月 当社顧問 

 〃 18年５月 幸商事株式会社取締役就任(現) 

 〃 18年６月 関東商事株式会社監査役就任(現) 

 〃 18年６月 株式会社ケー・エフ・サービス取

締役就任(現) 

 〃 18年６月 当社専務取締役就任(現) 

常務取締役 岩手工場長 金 井 雅 仁 昭和26年６月７日生

昭和51年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 

6

平成９年１月 同社元町工場車体部長 

 〃 13年５月 当社顧問，生産技術本部主査 

 〃 13年６月 当社取締役就任 

 〃 16年６月 当社常務取締役就任(現) 

 〃 16年６月 株式会社ケー・アイ・ケー取締役

就任(現) 

 〃 16年６月 幸商事株式会社取締役就任 

 〃 18年６月 東芝ケーエヌシステム株式会社取

締役就任(現) 

常務取締役   土 屋 文 教 昭和25年９月14日生

昭和49年４月 当社入社 

7

平成10年６月 当社第１生産技術部長 

 〃 14年６月 当社取締役就任 

 〃 17年６月 株式会社ケイ・イー・プロテック

取締役就任 

 〃 17年６月 当社常務取締役就任(現) 

 〃 18年６月 株式会社ケイ・イー・プロテック

取締役社長就任(現) 



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常務取締役   石 井 善 章 昭和26年11月28日生

昭和50年４月 当社入社 

9

平成12年６月 当社生産技術部長 

 〃 14年６月 当社取締役就任 

 〃 17年６月 株式会社ワイズ取締役就任(現) 

 〃 17年６月 当社常務取締役就任(現) 

取締役 調達部長 山 下 通 利 昭和29年10月１日生

昭和52年４月 当社入社 

9平成11年６月 当社財務・原価管理部長 

 〃 14年６月 当社取締役就任(現) 

取締役 工機事業部長 長 屋 信 俊 昭和27年５月11日生

昭和54年４月 当社入社 

7

平成13年10月 生技管理部副部長 

 〃 15年６月 当社取締役就任(現) 

 〃 16年11月 Auto CS Engineering Co.,Ltd.取

締役就任(現) 

取締役 第２ボデー設
計部長 五月女   薫 昭和27年１月１日生

昭和47年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 

4
平成11年１月 同社第１ボデー設計部第12ボデー

設計室長 

 〃 14年２月 当社設計部長 

 〃 16年６月 当社取締役就任(現) 

取締役 技術統括部長 田ノ上 直 人 昭和30年７月６日生

昭和54年４月 当社入社 

3平成12年３月 技術統括部チーフスタッフ 

 〃 16年６月 当社取締役就任(現) 

取締役 東富士工場長 生 井   修 昭和24年６月21日生

昭和43年４月 当社入社 

3平成15年２月 当社岩手工場車体部長 

 〃 17年６月 当社取締役就任(現) 

取締役 総合企画部長 
人材部長 矢 崎 友 章 昭和31年３月９日生

昭和53年４月 当社入社 

5

平成17年２月 当社総合企画部長 

 〃 17年５月 株式会社シー・エス・シー取締役

就任(現) 

 〃 18年６月 当社取締役就任(現) 

常勤監査役   野 崎 隆 夫 昭和22年９月４日生

昭和49年４月 当社入社 

8

平成８年３月 当社人事部長 

 〃 12年６月 当社取締役就任 

 〃 14年６月 当社常務取締役就任 

 〃 16年６月 株式会社ケイ・イー・プロテック

監査役就任(現) 

 〃 16年６月 東芝ケーエヌシステム株式会社取

締役就任 

 〃 17年６月 富士湘南トヨタホーム株式会社監

査役就任(現) 

 〃 17年６月 関東興産株式会社監査役就任(現) 

 〃 17年６月 株式会社ケー・アイ・ケー監査役

就任(現) 

 〃 17年６月 株式会社ワイズ監査役就任(現) 

 〃 17年６月 株式会社ケイ・エフ・サービス監

査役就任(現) 

 〃 17年６月 当社監査役就任(現) 

監査役   清 水 哲 太 昭和12年10月15日生

昭和36年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 

5

平成２年９月 同社取締役就任 

 〃 ８年６月 同社常務取締役就任 

 〃 10年６月 同社専務取締役就任 

 〃 11年６月 同社取締役副社長就任 

 〃 15年４月 トヨタホーム株式会社取締役会長

就任(現) 

 〃 15年６月 当社監査役就任(現) 



  

(注) 監査役 清水哲太及び監査役 石坂芳男は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役   石 坂 芳 男 昭和15年１月９日生

昭和39年４月 トヨタ自動車販売株式会社入社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 

1

平成４年９月 同社取締役就任 

 〃 ８年６月 米国トヨタ自動車販売株式会社取

締役社長就任 

 〃 11年６月 トヨタ自動車株式会社専務取締役

就任 

 〃 11年６月 株式会社国際経済研究所取締役 

 〃 11年７月 トヨタ インシュランス サービス

オブ シンガポール株式会社取締

役 

(現 トヨタサービス オブ シン

ガポール株式会社) 

 〃 11年７月 トヨタモーターヨーロッパ マニ

ュファクチャリング株式会社取締

役 

(現 トヨタモーターエンジニア

リング マニュファクチャリン

グ・ヨーロッパ株式会社) 

 〃 11年７月 トヨタモーターファイナンス(ネ

ザーランズ)株式会社マネージン

グ・ダイレクター 

 〃 13年６月 トヨタ自動車株式会社取締役副社

長就任 

 〃 13年６月 米国トヨタ自動車販売株式会社取

締役 

 〃 13年６月 トヨタヨーロッパ マーケティン

グ・エンジニアリング株式会社取

締役会長 

(現 トヨタモーターマーケティ

ング ヨーロッパ株式会社) 

 〃 16年６月 トヨタモーターヨーロッパ株式会

社取締役 

 〃 16年６月 トヨタモーターマーケティング 

ヨーロッパ株式会社取締役 

 〃 17年６月 当社監査役就任(現) 

計 171



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は良き企業市民として株主、投資家、お客様、取引先、地域社会、従業員等関連する全ての皆様に信頼を得て

良好な関係を構築するため、コーポレート・ガバナンスの充実を、経営の重要課題として考えている。 

当社は基本理念において「内外の法とその精神を遵守し、公正な企業活動を通じて企業づくりに努める」ことを第

一に掲げ、法令遵守はもとより、安全、品質、環境対策等も含め、皆様に信頼していただくための施策を推進してい

くことが経営の基本と認識している。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等 

① 会社の機関の基本説明 

当社は監査役制度を採用している。取締役会、監査役会や、内部統制監査組織としての総合企画部監査室の設

置のほか、経営組織の特徴として、本部制の施行による役割分担の明確化がはかられている。事業経営の有効性

と効率性を高めるため、原則、毎月１回の取締役会開催のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し重要事項の

意思決定を適時にできるようにすると共に、取締役の任期を１年とし、毎年株主総会にて信任を得る体制として

いる。 

  

当社のコーポレートガバナンス体制及び内部統制体制の関連図 

  

 

  



当社の内部統制システムは、取締役による業務執行状況の監督、監査役及び監査役会による監査並びに総合企

画部 監査室によるコンプライアンスの観点からグループ会社まで含めた内部監査を軸に経営監視体制を構築し

ている。また、法令遵守や不祥事を防止するための仕組み調査と改善活動のため「企業倫理委員会」を設置し、

モニタリングやリスクの把握により未然防止を図っているほか、各機能別委員会を通じて重要事項の実施状況の

把握、フォローを行っている。さらに、企業の財務報告の信頼性確保は独立の会計監査人によるグループ会社ま

で含めた帳簿、書類などの閲覧・監査を実施し、監査役会との綿密な連携のもと、必要に応じ協議を実施してい

る。 

② 取締役及び取締役会 

当社は14名の取締役により取締役会を構成しており、取締役会は原則として月に１回開催するほか、必要に応

じて臨時取締役会を開催し、重要事項の意思決定を必要十分な審議・検討を経て適時に決定できる体制とした。 

取締役の任期は１年とし、毎年株主の信任を得ることとしている。 

なお、社外取締役は選任していない。 

③ 本部制の実施 

経営組織においては、役割分担の明確化により機動性を確保することをねらいとして、当社では本部制を採用

している。本制度の採用により、各本部の経営責任を明確にし、収益管理をはじめ効率的な経営を実践してい

る。 

④ 監査役及び監査役会 

当社の監査役会は常勤監査役１名、社外監査役２名の計３名で構成されている。また監査役補助業務を担当す

る監査役室を設置している。 

常勤監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、随時取締役等から営業および子会社の状況について報告

を聴き、重要な決裁書類等を閲覧し、本社、工場およびその他の主要な事業所につき実地調査を行うほか、内部

監査組織である総合企画部監査室や法務、財務、子会社管理部署と情報交換を図り、必要に応じて取引の状況に

ついて帳簿・書類などを閲覧・調査し、その結果にもとづき監査役会で協議している。会計監査人とは連絡を密

にしつつ、期中には毎月監査を行い、期末には、実地棚卸に立ち会うと共に期末監査を行っている。また、社外

監査役は、取締役会等当社の重要な会議への出席および監査役会での報告聴取、意見交換を通じて独立的な立場

から意見、助言等を行っている。 

⑤ 社外監査役との関係 

トヨタ自動車株式会社は当社の親会社であり、当社議決権の50.8％を保有している。当社の社外監査役の清水

哲太氏は同社の子会社トヨタホーム株式会社の取締役会長である。 

また、社外監査役石坂芳夫氏はトヨタ自動車株式会社の相談役である。 

  



⑥ 内部監査の状況 

内部監査については、取締役による業務執行状況の監督、監査役及び監査役会による監査及び監査室による社

内外の内部統制活動の定期的な監査により、経営監視体制を構築している。 

総合企画部監査室は、コンプライアンスや内部統制に関する監査結果や改善勧告等を代表取締役に直接報告

し、指示を仰ぐ形で運営している。 

会計監査人との連携については、上期、下期それぞれにつき、取締役及び監査役が会計監査人の監査の実施に

当たり、監査計画等の説明を受け、期中、期末においては監査実施状況についてディスカッションを行い、さら

に監査結果についての報告を受けている。 

また、企業の社会的責任を認識し、企業倫理委員会、危機管理委員会活動を通じて、経営・業績に重大な影響

を及ぼす重要な事項をフォローするとともに、各機能別委員会(品質、生産、原価、技術、人事・事務、調達各機

能会議)その他業務会議等にて重要事項のフォローを行い、それぞれ実施状況の把握を通じて問題点につき内部監

査を行っている。 

⑦ 会計監査人、弁護士等その他第三者の状況 

会計監査人と監査契約を締結し、監査役と連携を保持しつつ会計監査を受けている。 

当社の会計監査を執行した公認会計士は西村誠治氏及び本間利雄氏であり、西村誠治氏の当社の監査年数は９

年である。また、当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士４名、その他１名である。 

監査の審査体制については、日本公認会計士協会が定める「監査意見表明のための委託審査要領」に基づき、

審査担当員による審査を受けている。 

また、法令、税制などの観点から高度な専門的知識を要する場合には顧問弁護士、税理士の助言を受け、適

法、適切な対処ができるよう留意している。 

⑧ 株主総会 

株主総会については、株主の皆様の便宜をはかるため集中日開催を回避し、平成18年６月15日に開催した。開

催案内、招集通知、実施報告、第90期報告書についてはホームページに公開している。 

⑨ IR、情報開示の充実 

当社は経営の透明性、公正性を図るため、情報開示に積極的に取り組んでいる。決算短信はホームページ上に

公開しているほか、IR活動については、アナリスト、機関投資家からの取材に適宜応じると共に、決算説明会の

開催や個人投資家に対しては地域別に会社説明会を実施するなど、情報提供を行っている。 

  

(2) リスク管理体制の整備状況 

① 企業倫理委員会 

法令遵守および企業倫理の徹底を図るべく、「企業倫理委員会」を設置するとともに、従業員に対しては基本

的な心構えを記載した行動指針を策定し、徹底を図るとともに、定期的にモニタリングを行っている。 



② 危機管理委員会 

企業を取り巻く危険やリスクに迅速かつ適確に対処するため「危機管理委員会」を設置し、経営トップに直ち

に情報が伝わり、指示が迅速に伝わる仕組みを構築するとともに、リスクの把握と適切な対応を検討し、未然防

止を図っている。 

  

(3) 役員報酬等の内容(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  

(注) １ 平成17年６月14日に退任した取締役２名、監査役２名を含んでいる。 

２ 使用人兼務取締役の使用人部分の支給額を含んでいる。 

３ 当社の役員報酬限度額は取締役は月額30百万円以内(平成元年６月29日、第73回定時株主総会決議)、監査役は月額７百万

円以内(平成14年６月20日、第86回定時株主総会決議)である。 

  

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬    23百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はない。 

  
報酬 賞与金 退職慰労金 

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 

取締役 16名 330百万円 16名 171百万円 2名 84百万円

監査役 6名 33百万円 3名 5百万円 2名 32百万円

合計 22名 363百万円 19名 176百万円 4名 116百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、公

認会計士 西村誠治氏及び公認会計士 本間利雄氏により監査を受けている。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  1,784 2,017  

２ 預け金  17,345 ―  

３ 受取手形及び売掛金  43,274 47,829  

４ たな卸資産  8,229 8,108  

５ 未収消費税等  2,283 413  

６ 繰延税金資産  3,598 3,518  

７ その他  3,866 3,867  

貸倒引当金  △30 △55  

流動資産合計  80,352 38.5 65,699 29.2

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 ※２ 88,579 99,501    

減価償却累計額 49,281 39,297 50,954 48,546  

(2) 機械装置及び運搬具 ※２ 122,731 140,234    

減価償却累計額 90,656 32,074 91,991 48,242  

(3) 工具・器具及び備品 ※２ 64,944 61,742    

減価償却累計額 53,734 11,210 49,882 11,859  

(4) 土地 ※２  22,563 22,547  

(5) 建設仮勘定  11,113 13,413  

有形固定資産合計  116,259 55.8 144,610 64.4

２ 無形固定資産  2,372 1.1 2,392 1.1

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※１  6,521 9,965  

(2) 長期貸付金  753 628  

(3) 繰延税金資産  1,722 754  

(4) その他 ※１  567 614  

貸倒引当金  △15 △15  

投資その他の資産合計  9,550 4.6 11,948 5.3

固定資産合計  128,182 61.5 158,951 70.8

資産合計  208,534 100.0 224,650 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  75,655 74,417  

２ 短期借入金 ※２  153 12,939  

３ １年以内に償還予定の 
社債 

 500 ―  

４ 未払金  19,927 15,044  

５ 未払消費税等  50 111  

６ 未払法人税等  2,966 2,530  

７ 製品保証引当金  624 612  

８ 設備支払手形  2,634 2,411  

９ その他  10,293 10,160  

流動負債合計  112,807 54.1 118,227 52.7

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※２  297 5,144  

２ 繰延税金負債  67 739  

３ 退職給付引当金  6,648 5,194  

４ 役員退職引当金  710 853  

５ その他  1,526 389  

固定負債合計  9,250 4.4 12,321 5.5

負債合計  122,057 58.5 130,548 58.2

      

(少数株主持分)     

少数株主持分  1,626 0.8 1,667 0.7

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  6,850 3.3 6,850 3.0

Ⅱ 資本剰余金  5,145 2.5 5,145 2.3

Ⅲ 利益剰余金  70,657 33.9 76,612 34.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金  2,414 1.1 4,475 2.0

Ⅴ 自己株式 ※４  △218 △0.1 △650 △0.3

資本合計  84,849 40.7 92,434 41.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 208,534 100.0 224,650 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  683,095 100.0 706,956 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２  658,873 96.5 684,595 96.8

売上総利益  24,222 3.5 22,361 3.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 8,535 1.2 7,947 1.1

営業利益  15,686 2.3 14,414 2.1

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 23 20    

２ 受取配当金 76 118    

３ 固定資産賃貸料 1,152 1,180    

４ 雑収入 292 1,544 0.2 520 1,840 0.2

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 81 53    

２ 社債利息 3 2    

３ 固定資産処分損 1,302 1,323    

４ 深浦維持費用 409 379    

５ 設計変更補償費 623 966    

６ 雑損失 249 2,670 0.4 316 3,041 0.4

経常利益  14,560 2.1 13,212 1.9

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※３ 636 1,000    

２ 確定拠出年金移行差益 371 ―    

３ 保険金収入 97 24    

４ その他 7 1,112 0.2 12 1,036 0.1

Ⅶ 特別損失     

１ 過年度役員退職引当金 
繰入額 

640 10    

２ 無償修理費 103 67    

３ 固定資産処分損 ※４ 122 888    

４ 投資有価証券評価損 ― 65    

５ その他 ※５ 1,397 2,263 0.3 700 1,732 0.2

税金等調整前 
当期純利益 

 13,409 2.0 12,516 1.8

法人税，住民税 
及び事業税 

4,770 4,449    

法人税等調整額 361 5,131 0.8 340 4,789 0.7

少数株主利益(減算)  165 0.0 63 0.0

当期純利益  8,112 1.2 7,663 1.1

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,145 5,145 5,145 5,145

Ⅱ 資本剰余金増加高  

自己株式処分差益 0 0 ― ―

Ⅲ 資本剰余金期末残高 5,145 5,145

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 64,295 64,295 70,657 70,657

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益 8,112 8,112 7,663 7,663

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 1,604 1,531  

２ 役員賞与 146 1,750 175 1,707

Ⅳ 利益剰余金期末残高 70,657 76,612



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  13,409 12,516 

減価償却費  14,893 17,877 

貸倒引当金の増加(△減少)額  20 24 

製品保証引当金の増加(△減少)額  △41 △12 

退職給付引当金の増加(△減少)額  △4,933 △1,454 

役員退職引当金増加(△減少)額  710 142 

受取利息及び受取配当金  △99 △139 

支払利息  85 56 

確定拠出年金移行差益  △371 ― 

固定資産売却益  △649 △973 

固定資産処分損  1,425 2,178 

売上債権の減少(△増加)額  △9,388 △4,555 

仕入債務の増加(△減少)額  20,316 △1,238 

たな卸資産の減少(△増加)額  △1,996 120 

未収消費税等の減少(△増加)額  △238 1,870 

未払金の増加(△減少)額  9,316 △4,883 

その他  1,932 △1,393 

小計  44,391 20,137 

利息及び配当金受取額  98 135 

利息の支払額  △85 △56 

法人税等の支払額  △5,074 △5,117 

営業活動によるキャッシュ・フロー  39,329 15,098 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △26,162 △48,214 

有形固定資産の売却による収入  946 1,368 

無形固定資産の取得による支出  △583 △597 

定期預金払い戻しによる収入  ― 11 

投資有価証券の取得による支出  △88 △85 

その他  69 159 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △25,817 △47,356 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加(△減少)額  ― 12,786 

長期借入れによる収入  ― 5,000 

長期借入金の返済による支出  △222 △153 

社債償還による支出  ― △500 

自己株式の売却による収入  21 ― 

自己株式の取得による支出  △151 △432 

配当金の支払額  △1,604 △1,531 

少数株主への配当金の支払額  △14 △14 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,970 15,153 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加(△減少)額  11,541 △17,103 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  7,527 19,069 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  19,069 1,965 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社数    ７社 

  連結子会社名は、「第１企業の概

況 ４ 関係会社の状況」に記載の

とおり。 

(1) 連結子会社数    ７社 

    同左 

  (2) 主要な非連結子会社名 

  ㈱ケイ・エフ・サービス 

(2) 主要な非連結子会社名 

    同左 

   (連結の範囲から除いた理由) 

 非連結子会社５社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためである。 

 (連結の範囲から除いた理由) 

    同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用会社数及び会社名 

   該当会社なし 

(1) 持分法適用会社数及び会社名 

    同左 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称 

 ①非連結子会社 

   ㈱ケイ・エフ・サービス 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称 

 ①非連結子会社 

    同左 

   ②関連会社 

   東芝ケーエヌシステム㈱ 

   幸商事㈱ 

 ②関連会社 

    同左 

   (持分法を適用しない理由) 

  持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社は、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等からみて持分法

の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外している。 

 (持分法を適用しない理由) 

    同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度末日と

連結決算日は一致している。 

    同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

(1) 有価証券 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

(1) 有価証券 

   その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …同左 

    時価のないもの 

  …移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

  …同左 

  (2) たな卸資産 

 ①連結財務諸表提出会社 

  イ 原材料・貯蔵品 

   …最終仕入原価法による原価法 

(2) たな卸資産 

 ①連結財務諸表提出会社 

  イ 原材料・貯蔵品 

   …同左 

    ロ 製品・仕掛品 

   …先入先出法による原価法 

  ロ 製品・仕掛品 

   …同左 

   ②連結子会社 

  主として最終仕入原価法による原

価法 

 ②連結子会社 

   同左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①連結財務諸表提出会社 

  イ 有形固定資産…定率法 

  ただし、 

  １) 平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法によ

っている。 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①連結財務諸表提出会社 

  イ 有形固定資産…定率法 

  ただし、工具と岩手工場の建物及

び平成10年４月１日以降に取得し

た岩手工場以外の建物(建物附属

設備を除く)については、定額法

によっている。 

  なお、工具のうち型及び治具につ

いては、帳簿価額が実質残存価額

に達するまで償却を行っている。 

  なお、主な耐用年数は次のとおり

である。 

  建物及び構築物    15～50年 

  機械装置及び運搬具  ４～11年 

  工具・器具及び備品  ２～15年 

    ２) 岩手工場は定額法によってい

る。 

(会計処理の変更) 

 従来、岩手工場の有形固定資産の減

価償却方法については、定額法を採用

していたが、当連結会計年度から定率

法(但し、建物及び工具については従

来どおり定額法)に変更することとし

た。この変更は、当連結会計年度に岩

手工場において新規の自動車生産設備

投資を行い、同工場の稼働率が高まる

ことが見込まれることから、これを契

機に減価償却の方法を見直し、投下資

本の早期回収を通じて財務体質の一層

の健全化を図るとともに、減価償却方

法の統一を図るために行ったものであ

る。この変更により、従来と同一の基

準によった場合と比較し、当連結会計

年度の減価償却費が2,508百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞれ2,502百万

円減少している。 

    ３) 工具については定額法によっ

ている。 

    なお、工具のうち型及び治具

については、帳簿価額が実質

的残存価額に達するまで償却

を行っている。 

    なお、主な耐用年数は次のと

おりである。 

    建物及び構築物  15～50年 

    機械装置及び運搬具４～11年 

    工具・器具及び備品２～15年 

    ロ 無形固定資産…定額法 

   但し、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっている。 

  ロ 無形固定資産…定額法 

   同左 

   ②連結子会社 

  主として定額法を採用している。 

 ②連結子会社 

   同左 

  (ハ)重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

している。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

  同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ②製品保証引当金 

  当連結会計年度の販売車両の翌連

結会計年度に予測されるアフターサ

ービス費用を当連結会計年度実績を

基準に計上している。 

 ②製品保証引当金 

  同左 

   ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上している。 

  過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法に

より処理することとしている。 

  数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしている。 

 ③退職給付引当金 

  同左 

   ④役員退職引当金 

  連結財務諸表提出会社及び一部の

連結子会社においては、役員の退職

金の支出に備えるため、内規に基づ

く連結会計年度末要支給額を引当計

上している。 

 ④役員退職引当金 

  連結財務諸表提出会社及び一部の

連結子会社においては、役員の退職

金の支出に備えるため、内規に基づ

く連結会計年度末要支給額を引当計

上している。 

  (会計処理の変更) 

  従来、役員の退職金は、一部の連

結子会社が内規に基づく期末要支給

額を引当計上し、連結財務諸表提出

会社は支出時の費用として処理する

方法を採用していたが、近年、役員

退職金を引当計上する会計慣行が定

着してきたことに鑑み、役員の在任

期間にわたり費用配分することによ

り、期間損益の適正化と財務内容の

健全化を図るため、当連結会計年度

から内規に基づく期末要支給額を

「役員退職引当金」として計上する

方法に変更した。この変更に伴い、

連結財務諸表提出会社の当連結会計

年度負担額190百万円は、販売費及

び一般管理費に計上し、過年度相当

額640百万円は、当連結会計年度の

特別損失として一括計上することと

した。この結果、従来の方法に比

し、営業利益及び経常利益はそれぞ

れ190百万円、税金等調整前当期純

利益は614百万円減少している。 

  なお、従来一部の連結子会社にお

いては「役員退職慰労引当金」とし

て計上していたが、当社の計上科目

と統一して表示するため、当連結会

計年度より「役員退職引当金」とし

て表示している。 

  



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ニ)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

(ニ)重要なリース取引の処理方法 

   同左 

  (ホ)その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっている。 

(ホ)その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

いる。 

  同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５

年間で毎期均等に償却を行っている。 

  同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成している。 

  同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は手許

現金、随時引出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。 

  同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日)が平成16年３月31日に終了する連結会計

年度に係る連結財務諸表から適用が可能になったこと

に伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適用指

針を適用している。 

 なお、減損の兆候の有無を検証した結果、減損損失

を計上すべき資産はない。 

―――――― 



追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(退職給付会計） 

 当社は、平成16年４月１日から退職金及び企業年金制

度を変更した。 

 確定拠出年金は、退職金に占める割合をこれまでの

12.5％から非課税限度額上限の18.0％へ引上げた。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益として371百万円計

上されている。 

 適格退職年金は市場金利に連動して給付額が変わるキ

ャッシュバランス型年金(規約型確定給付企業年金)に移

行した。また、退職金・年金制度の変更に伴い、退職一

時金と年金の割合を見直し、共に41％とした。 

 更に、厚生年金基金については、平成16年４月１日に

厚生労働省から過去分の代行返上の認可を取得した。こ

れに伴い、残りの独自給付部分については、規約型確定

給付企業年金へ移行した。 

 なお、これら一連の退職金・年金制度変更により、退

職給付債務は8,973百万円減少した。退職給付会計上、

当社はこの過去勤務債務(退職給付債務の減少分)を平成

16年度以降５年間で償却することにしている。 

 これにより、当連結会計年度の税金等調整前当期純利

益は1,794百万円増加している。 

―――――― 

(法人事業税における外形標準課税) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する連結会計年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理

費に計上している。 

 本移行に伴う影響額は、販売費及び一般管理費として

266百万円計上されている。 

―――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。 

投資有価証券(株式) 304百万円

その他(出資金) 0百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。 

投資有価証券(株式) 304百万円

その他(出資金) 0百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 1,221百万円

機械装置及び運搬具 1,506百万円

工具・器具及び備品 0百万円

土地 1,190百万円

計 3,918百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 681百万円

機械装置及び運搬具 352百万円

工具・器具及び備品 0百万円

土地 575百万円

計 1,609百万円

 (2) 担保付債務 

長期借入金 451百万円

(１年以内に返済予定分を含む) 

 (2) 担保付債務 

長期借入金 297百万円

(１年以内に返済予定分を含む)  

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式69,843千株で

ある。 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式69,843千株で

ある。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式209千

株である。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式450千

株である。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び次のとお

りである。 

製品保証引当金繰入額 576百万円

賃借料 120百万円

福利厚生費 818百万円

報酬・給料賃金・賞与 3,582百万円

退職給付費用 187百万円

役員退職引当金繰入額 190百万円

減価償却費 437百万円

租税課金 70百万円

研究開発費 94百万円

その他 2,458百万円

計 8,535百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び次のとお

りである。 

製品保証引当金繰入額 607百万円

賃借料 140百万円

福利厚生費 600百万円

報酬・給料賃金・賞与 3,412百万円

退職給付費用 231百万円

役員退職引当金繰入額 242百万円

減価償却費 442百万円

租税課金 69百万円

研究開発費 94百万円

その他 2,106百万円

計 7,947百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

  2,848百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

2,182百万円

※３ 固定資産売却益の内訳 

土地 636百万円

※３ 固定資産売却益の内訳 

土地 951百万円

工具・器具及び備品他 48百万円

計 1,000百万円

※４ 固定資産処分損の内訳 

建物及び構築物 5百万円

機械装置及び運搬具 117百万円

工具・器具及び備品 0百万円

計 122百万円

※４ 固定資産処分損の内訳 

建物及び構築物 160百万円

機械装置及び運搬具 618百万円

工具・器具及び備品他 110百万円

計 888百万円

※５ その他の内訳 

転籍者退職割増金 186百万円

保険解約一時金 433百万円

新車切替特別対応費用 394百万円

田浦地区撤去費用 319百万円

その他 62百万円

計 1,397百万円

※５ その他の内訳 

田浦地区撤去費用 341百万円

会員権評価損 8百万円

過年度退職給付費用 12百万円

プレス設備対応費用 262百万円

その他 76百万円

計 700百万円



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 1,784百万円

預け金 17,345百万円

預入期間が３か月を超える 
定期預金 

△61百万円

現金及び現金同等物 19,069百万円

  

現金及び預金勘定 2,017百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金 

△52百万円

現金及び現金同等物 1,965百万円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
機械装置 
及び運搬具 
(百万円) 

工具・器具
及び備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額 457 2,533 222 3,213

減価償却累 
計額相当額 310 1,902 83 2,296

期末残高 
相当額 147 631 138 917

機械装置
及び運搬具
(百万円) 

工具・器具
及び備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 174 918 222 1,314

減価償却累
計額相当額 87 671 139 898

期末残高
相当額 86 246 82 415

②未経過リース料期末残高相当額 

１年内 582百万円

１年超 327百万円

合計 909百万円

②未経過リース料期末残高相当額 

１年内 239百万円

１年超 188百万円

合計 427百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 799百万円

減価償却費相当額 764百万円

支払利息相当額 29百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 508百万円

減価償却費相当額 571百万円

支払利息相当額 13百万円

④減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定方法 

   同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。 

   同左 



(有価証券関係) 

Ⅰ 前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

その他有価証券 

  

  

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

① 株式 903 4,920 4,017

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 903 4,920 4,017

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

① 株式 ― ― ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 903 4,920 4,017

非上場株式 1,296百万円



Ⅱ 当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

その他有価証券 

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至

平成18年３月31日) 

当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を全く利用していな

いので、該当事項はない。 

  

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

① 株式 885 8,345 7,459

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 885 8,345 7,459

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

① 株式 ― ― ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 885 8,345 7,459

非上場株式 1,315百万円



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金制度及び退職一時金制度を設けている。また、従

業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。 

当社は、平成16年４月１日より退職金及び企業年金を変更した。 

主な内容は、キャッシュ・バランス型年金(規約型確定給付年金)への移行、確定拠出年金の退職金に占める割

合の引上げ及びこれらに伴う退職一時金と年金の割合の変更である。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

イ 退職給付債務 △48,479百万円 △47,895百万円

ロ 年金資産 34,158百万円 45,546百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △14,321百万円 △2,352百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円 ―百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 14,856百万円 2,542百万円

ヘ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △7,183百万円 △5,387百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △6,648百万円 △5,194百万円

チ 前払年金費用 ―百万円 ―百万円

リ 退職給付引当金(ト－チ) △6,648百万円 △5,194百万円

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

(注) １ 平成16年４月１日の退職金及び企業年金の変

更に伴う影響額は次のとおりである。 

退職給付債務の減少 8,973百万円

  (注) １ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り簡便法を採用している。 

   

   ２ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り簡便法を採用している。 

    



３ 退職給付費用に関する事項 

  

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

イ 勤務費用 2,117百万円 2,077百万円 

ロ 利息費用 947百万円(注)２ 937百万円(注)２

ハ 期待運用収益 △484百万円 △566百万円 

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 ―百万円 ―百万円 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 1,253百万円 1,263百万円 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △1,794百万円 △1,794百万円 

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 2,037百万円 1,917百万円 

チ 確定拠出年金制度への移行に伴う特別利益 371百万円 ―百万円 

リ 計(ト－チ) 1,666百万円 1,917百万円 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

(注) １ 上記退職給付費用以外に割増退職金423百万

円を支払っており、営業費用と特別損失にそ

れぞれ402百万円、22百万円を計上してい

る。 

  (注) １ 上記退職給付費用以外に割増退職金501百万

円を支払っており、営業費用と特別損失にそ

れぞれ479百万円、21百万円を計上してい

る。 

   ２ 簡便法を採用している連結子会社の利息費用

は、「イ 勤務費用」に計上している。 

     ２ 同左 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

ロ 割引率 2.0％ 2.0％

ハ 期待運用収益率 2.0％ 2.0％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ５年 
(発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数による定額法に
よることとしている。) 

５年
(同左) 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 15年 
(発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数による定額法に
より、翌連結会計年度から費用処理
することとしている。) 

15年
(同左) 



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、注記を省略している。 

  

  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
  当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

繰延税金資産       

 退職給付引当金超過額 2,465百万円   2,651百万円 

 未払事業税 259百万円   183百万円 

 未払費用 2,628百万円   2,573百万円 

 確定拠出年金掛金過去勤務債務 1,030百万円   567百万円 

 減価償却超過額 928百万円   943百万円 

 製品保証引当金 247百万円   242百万円 

 役員退職引当金 284百万円   325百万円 

 その他 303百万円   333百万円 

繰延税金資産・合計 8,146百万円   7,820百万円 

        

繰延税金負債       

 その他有価証券評価差額金 △1,602百万円   △2,983百万円 

 固定資産圧縮積立金 △886百万円   △837百万円 

 特別償却積立金 △147百万円   △124百万円 

 固定資産圧縮特別勘定積立金 △246百万円   △334百万円 

 その他 △9百万円   △6百万円 

繰延税金負債・合計 △2,892百万円   △4,287百万円 

繰延税金資産の純額 5,254百万円   3,533百万円 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

  流動資産―繰延税金資産 3,598百万円 3,518百万円 

  固定資産―繰延税金資産 1,722百万円 754百万円 

  流動負債―繰延税金負債 ―百万円 ―百万円 

  固定負債―繰延税金負債 △67百万円 △739百万円 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める自動車事業の割合

が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める自動車事業の割合

が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため記載を省略している。 

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に対する当社及び連結子会社の売上高は極めて僅少であるため、記載を省略してい

る。 

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に対する当社及び連結子会社の売上高は極めて僅少であるため、記載を省略してい

る。 

  



【関連当事者との取引】 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
  

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
  

(注) １ 上記に記載している金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等を含めている。 

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

①自動車等の販売については、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定

している。 

②自動車部品の購入については、毎期価格交渉の上、決定している。 

③型・治具の購入等については、市場実勢価格を考慮して決定している。 

※( )内は、間接所有割合で内数。 

  

(2) 役員及び個人主要株主等 

該当事項はない。 

  

(3) 子会社等 

取引金額及び債権債務の期末残高が僅少であるため、記載を省略している。 

  

(4) 兄弟会社等 

取引金額及び債権債務の期末残高が僅少であるため、記載を省略している。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等の
所有割合 
(％) 

関係内容
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼務等 

事業上
の関係 

親会社 トヨタ自
動車㈱ 

愛知県
豊田市 397,049 

自動車及び
住宅の製造
販売等 

(被所有)
直接 
50.64 
(0.4)

※ 

転籍８人
自動車ボ
デーの架
装受注等

営業
取引 

自 動 車
等 の 販
売 

635,893 売掛金 36,351

自 動 車
部 品 の
購入 

464,327 買掛金 54,706

営業
取引 
以外 
の取 
引 

固 定 資
産 賃 貸
料 

105 未収入金 885

雑 収 入
他 432 

未払金 196
雑 損 失
他 639 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等の
所有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼務等 

事業上
の関係 

親会社 トヨタ自
動車㈱ 

愛知県
豊田市 397,049 

自動車及び
住宅の製造
販売等 

(被所有)
直接 
50.81 
(0.4)

※ 

兼務２人
転籍７人

自動車ボ
デーの架
装受注等

営業
取引 

自 動 車
等 の 販
売 

657,442 売掛金 40,668

自動車
部品等 
の購入 

476,118 買掛金 53,446

営業
取引 
以外 
の取 
引 

固 定 資
産 賃 貸
料 

137 未収入金 777

雑 収 入
他 33   

雑 損 失
他 968 未払金 275

資金貸
借取引 

89,451 短期借入
金 12,786

-71,665 長期借入
金 5,000



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,218.51円 １株当たり純資産額 1,332.06円

１株当たり当期純利益金額 113.98円 １株当たり当期純利益金額 107.70円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

113.76円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額 

107.29円

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益(百万円) 8,112 7,663

普通株主に帰属しない金額(百万円) 167 170

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (167) (170)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 7,944 7,492

普通株式の期中平均株式数(千株) 69,705 69,572

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

普通株式増加数(千株) 132 264

(うち新株予約権(千株)) (132) (264)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

― ―



(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりである。 

  

３ その他の有利子負債の未払金および長期未払金は、確定拠出年金制度への資産の未移管額である。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

㈱関東シート製作
所 

第２回無担保普通
社債 

平成13年 
12月26日 

500 ― 0.75 無 
平成17年
12月26日 

合計 ― ― 500 ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 ― 12,786 0.14 ― 

１年以内に返済予定の 
長期借入金 

153 153 2.21 ― 

長期借入金(１年以内に 
返済予定のものを除く。) 

297 5,144 0.44
平成19年４月 

～平成20年５月 

その他の有利子負債 
未払金 
長期未払金 

  
1,096 
1,479 

1,065 
352 

1.0 
1.0 

  
― 

平成19年５月 

合計 3,026 4,245 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 5,112 32 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  377 306  

２ 預け金  17,345 ―  

３ 受取手形  411 128  

４ 売掛金 ※１  37,265 41,313  

５ 原材料  1,029 1,086  

６ 仕掛品  5,338 4,652  

７ 貯蔵品  338 355  

８ 未収入金 ※１  8,976 13,137  

９ 未収消費税等  1,762 ―  

10 繰延税金資産  3,405 3,264  

11 短期貸付金 ※１  6,160 8,560  

12 その他  324 158  

13 貸倒引当金  △3 △2  

流動資産合計  82,733 41.6 72,960 33.6

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 73,861 83,366    

減価償却累計額 40,113 33,748 41,349 42,017  

(2) 構築物 7,696 8,315    

減価償却累計額 5,975 1,721 6,169 2,146  

(3) 機械及び装置 112,926 129,249    

減価償却累計額 84,688 28,237 86,102 43,146  

(4) 車両及び運搬具 1,332 1,420    

減価償却累計額 1,058 273 1,047 373  

(5) 工具・器具及び備品 57,609 53,935    

減価償却累計額 48,016 9,592 44,279 9,656  

(6) 土地  19,701 19,693  

(7) 建設仮勘定  10,959 13,210  

有形固定資産合計  104,234 52.4 130,242 59.9

２ 無形固定資産     

(1) 借地権  597 597  

(2) ソフトウェア  1,546 1,606  

(3) 電話加入権  15 15  

(4) 施設利用権  5 6  

無形固定資産合計  2,165 1.1 2,226 1.0

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券  6,190 9,619  

(2) 関係会社株式  1,528 1,528  

(3) 従業員長期貸付金  500 452  

(4) 繰延税金資産  1,029 ―  

(5) 長期前払費用  70 34  

(6) その他  328 407  

(7) 貸倒引当金  △15 △15  

投資その他の 
資産合計 

 9,633 4.9 12,027 5.5

固定資産合計  116,032 58.4 144,496 66.4

資産合計  198,766 100.0 217,456 100.0
    



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  891 798  

２ 買掛金 ※１  73,800 75,390  

３ 親会社短期借入金  ― 12,786  

４ 未払金 ※１  18,884 13,887  

５ 未払法人税等  2,610 2,244  

６ 未払費用  6,189 6,083  

７ 前受金  133 370  

８ 預り金  921 958  

９ 従業員預り金  1,925 1,577  

10 製品保証引当金  618 607  

11 設備支払手形  2,575 1,977  

12 愛・地球博出展引当金  41 ―  

13 その他  12 37  

流動負債合計  108,607 54.7 116,720 53.7

Ⅱ 固定負債     

１ 親会社長期借入金  ― 5,000  

２ 繰延税金負債  ― 687  

３ 長期未払金  1,479 352  

４ 退職給付引当金  4,904 3,404  

５ 役員退職引当金  614 700  

固定負債合計  6,998 3.5 10,145 4.6

負債合計  115,606 58.2 126,865 58.3

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  6,850 3.4 6,850 3.2

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 5,144 5,144    

２ その他資本剰余金     

自己株式処分差益 1 1    

資本剰余金合計  5,145 2.6 5,145 2.4

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 1,712 1,712    

２ 任意積立金 59,163 64,950    

(1) 特別償却積立金 243 214    

(2) 固定資産圧縮積立金 1,120 1,066    

(3) 固定資産圧縮特別勘定 
  積立金 

― 369    

(4) 別途積立金 57,800 63,300    

３ 当期未処分利益 8,101 8,121    

利益剰余金合計  68,978 34.7 74,784 34.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金  2,404 1.2 4,460 2.0

Ⅴ 自己株式 ※３  △218 △0.1 △650 △0.3

資本合計  83,160 41.8 90,591 41.7

負債・資本合計  198,766 100.0 217,456 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

売上高 ※１  640,072 100.0 661,133 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 製品期首棚卸高 ― ―   

２ 当期製品製造原価 619,428 641,792   

３ 製品期末棚卸高 ― 619,428 96.8 ― 641,792 97.1

売上総利益  20,644 3.2 19,341 2.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 
※３ 

 6,574 1.0 6,161 0.9

営業利益  14,069 2.2 13,179 2.0

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 29 29   

２ 受取配当金 ※１ 92 301   

３ 固定資産賃貸料 ※１ 1,312 1,408   

４ 固定資産売却益 10 0   

５ 雑収入 233 498   

６ その他 23 1,703 0.3 ― 2,238 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 67 44   

２ 固定資産処分損 1,215 1,323   

３ 深浦維持費用 409 379   

４ 設計変更補償費 623 966   

５ 雑損失 233 2,548 0.4 271 2,985 0.4

経常利益  13,224 2.1 12,433 1.9

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※４ 636 898   

２ 保険金収入 97 24   

３ 確定拠出年金移行差益 371 ―   

４ その他 7 1,112 0.1 12 935 0.1

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産処分損 ※５ 122 672   

２ 投資有価証券評価損 ― 65   

３ 無償修理費 ※６ 103 67   
４ 過年度役員退職引当金繰
入額 

640 ―   

５ その他 ※７ 1,354 2,221 0.3 619 1,425 0.2

税引前当期純利益  12,115 1.9 11,943 1.8

法人税、住民税 
及び事業税 

4,292 3,974   

法人税等調整額 340 4,632 0.7 488 4,462 0.7

当期純利益  7,482 1.2 7,481 1.1

前期繰越利益  1,386 1,406 

中間配当額  767 765 

当期未処分利益  8,101 8,121 
     



製造原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 ※３ 530,625 84.0 544,836 83.6

Ⅱ 労務費 ※１ 52,971 8.4 55,399 8.5

Ⅲ 外注加工費 13,312 2.1 14,077 2.1

Ⅳ 経費 ※２ 34,605 5.5 37,545 5.8

当期総製造費用 631,514 100.0 657,197 100.0

期首仕掛品棚卸高 3,788 5,338  

合計 635,302 657,197  

他勘定振替高 ※５ 10,536 10,752  

期末仕掛品棚卸高 5,338 4,652  

当期製品製造原価 619,428 641,792  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 労務費には、退職給付費用が1,888百万円含まれ

ている。 

※１ 労務費には、退職給付費用が1,876百万円含まれ

ている。 

※２ 経費のうち主なものは次のとおりである。 

減価償却費 13,165百万円

賃借料 1,576百万円

修繕料 4,672百万円

電力料 1,817百万円

※２ 経費のうち主なものは次のとおりである。 

減価償却費 15,957百万円

賃借料 1,375百万円

修繕料 3,822百万円

電力料 1,994百万円

※３ 関係会社からの材料仕入高は482,375百万円であ

る。 

※３ 関係会社からの材料仕入高は493,681百万円であ

る。 

 ４ 原価計算の方法は、組別総合原価計算による実際

原価計算であるが、材料消費価格について一部予

定価格で計算を行っており、原価差額は期末にお

いて棚卸資産及び売上原価へ配賦して調整してい

る。 

 ４          同左 

  

※５ 他勘定振替高の内容は次のとおりである。 

工具・器具及び備品等 6,666百万円

部品 3,460百万円

深浦維持費用振替 409百万円

計 10,536百万円

※５ 他勘定振替高の内容は次のとおりである。 

工具・器具及び備品等 7,655百万円

部品 2,653百万円

深浦維持費用等振替 444百万円

計 10,752百万円



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) １ 特別償却積立金取崩額・積立額、固定資産圧縮積立金取崩額及び固定資産圧縮特別勘定積立金積立額は、租税特別措置法

の適用を受けるための処分に基づくもので税効果相当額控除後の金額によっている。 

２ 日付は株主総会承認年月日である。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月14日) 
当事業年度 

(平成18年６月15日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 8,101 8,121

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１ 特別償却積立金取崩額 76 76  

２ 固定資産圧縮積立金 
取崩額 

54 131 49 126

合計 8,232 8,248

Ⅲ 利益処分額  

１ 株主配当金 765 902  

２ 取締役賞与金 137 130  

３ 監査役賞与金 5 6  

４ 任意積立金  

(1) 特別償却積立金 48 48  

(2) 固定資産圧縮 
  特別勘定積立金 

369 132  

(3) 別途積立金 5,500 6,826 5,000 6,219

Ⅳ 次期繰越利益 1,406 2,028

   



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
   …移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
   …同左 

  (2) その他有価証券 
 ①時価のあるもの…期末日の市場価

格等に基づく時価法(評価差額
は全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法によ
り算定) 

(2) その他有価証券 
 ①時価のあるもの…同左 

   ②時価のないもの…移動平均法によ
る原価法 

 ②時価のないもの…同左 

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

 ①原材料・貯蔵品…最終仕入原価法
による原価法 

 ①原材料・貯蔵品…同左 

   ②製品・仕掛品 …先入先出法によ
る原価法 

 ②製品・仕掛品 …同左 

３ 固定資産の減価償却の方
法 

 ①有形固定資産…定率法 
   但し、平成10年４月１日以降に

取得の建物(建物附属設備を除
く)、岩手工場及び工具について
は定額法によっている。 

   なお、工具のうち型及び治具に
ついては帳簿価額が実質残存価額
に達するまで償却を行っている。 

   なお、主な耐用年数は次のとお
りである。 

   建物        15～50年 
   機械及び装置    ９～11年 
   工具・器具及び備品 ２～15年 

 ①有形固定資産…定率法 
   ただし、工具と岩手工場の建物
及び平成10年４月１日以降に取得
した岩手工場以外の建物(建物附
属設備を除く)については、定額
法によっている。 

   なお、工具のうち型及び治具に
ついては、帳簿価額が実質残存価
額に達するまで償却を行ってい
る。 

   なお、主な耐用年数は次のとお
りである。 

   建物及び構築物   15～50年 
   機械装置及び運搬具 ４～11年 
   工具・器具及び備品 ２～15年 

   ②無形固定資産…定額法 
   但し、ソフトウェア(自社利用
分)については、社内における利
用可能期間(５年)に基づく定額法
によっている。 

 ②無形固定資産…定額法 
同左 

    (会計処理の変更) 
 従来、岩手工場の有形固定資産の減
価償却方法については、定額法を採用
していたが、当事業年度から定率法(但
し、建物及び工具については従来どお
り定額法)に変更することとした。 
 この変更は、当事業年度に岩手工場
において新規の自動車生産設備投資を
行い、同工場の稼働率が高まることが
見込まれることから、これを契機に減
価償却の方法を見直し、投下資本の早
期回復を通じて財務体質の一層の健全
化を図るとともに、減価償却方法の統
一を図るために行ったものである。 
 この変更により、従来と同一の基準
によった場合と比較し、当事業年度の
減価償却費が2,518百万円増加し、営業
利益、経常利益及び税引前当期純利益
はそれぞれ2,512百万円減少している。 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

している。 

①貸倒引当金 

同左 

  

  ②製品保証引当金 

  当事業年度の販売車両の翌事業年

度に予測されるアフターサービス費

用を当事業年度実績を基準に計上し

ている。 

②製品保証引当金 

同左 

  

  ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

している。 

  過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法に

より処理することとしている。 

  数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしている。 

③退職給付引当金 

同左 

  

  ④ 役員退職引当金 

  役員の退職金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を引

当計上している。 

(会計処理の変更) 

 従来、役員の退職金は支出時の費

用として処理する方法を採用してい

たが、近年、役員退職金を引当計上

する会計慣行が定着してきたことに

鑑み、役員の在任期間にわたり費用

配分することにより、期間損益の適

正化と財務内容の健全化を図るた

め、当事業年度から内規に基づく期

末要支給額を「役員退職引当金」と

して計上する方法に変更した。この

変更に伴い、当事業年度負担額190

百万円は、販売費及び一般管理費に

計上し、過年度相当額640百万円

は、当事業年度の特別損失として一

括計上することとした。 

 これにより、営業利益及び経常利

益がそれぞれ190百万円、税引前当

期純利益が614百万円減少してい

る。 

④ 役員退職引当金 

  役員の退職金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を引

当計上している。 

  

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜き方式による。 

消費税等の会計処理 

同左 



重要な会計方針の変更 

  

  

追加情報 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)が平成16年３月31日に終了す

る事業年度に係る財務諸表から適用が可能になったこ

とに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針

を適用している。 

 なお、減損の兆候の有無を検証した結果、減損損失

を計上すべき資産はない。 

――――― 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(退職給付会計) 

 当社は、平成16年４月１日から退職金及び企業年金

制度を変更した。 

 確定拠出年金は、退職金に占める割合をこれまでの

12.5％から非課税限度額上限の18.0％へ引上げた。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益として371百万円

計上されている。 

 適格退職年金は市場金利に連動して給付額が変わる

キャッシュバランス型年金(規約型確定給付企業年金)

に移行した。また、退職金・年金制度の変更に伴い、

退職一時金と年金の割合を見直し、共に41％とした。 

 更に、厚生年金基金については、平成16年４月１日

に厚生労働省から過去分の代行返上の認可を取得し

た。これに伴い、残りの独自給付部分については、規

約型確定給付企業年金へ移行した。 

 なお、これら一連の退職金・年金制度変更により、

退職給付債務は8,973百万円減少した。退職給付会計

上、当社はこの過去勤務債務(退職給付債務の減少分)

を平成16年度以降５年間で償却することにしている。 

 これにより、当事業年度の税引前当期純利益は

1,794百万円増加している。 

――――― 

(法人事業税における外形標準課税) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上している。 

 本移行に伴う影響額は、販売費及び一般管理費とし

て255百万円計上されている。 

――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 関係会社に係る注記 

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

売掛金 36,460百万円

未収入金 6,943 

短期貸付金 6,160 

買掛金 61,202 

未払金 1,426 

※１ 関係会社に係る注記 

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

売掛金 40,790百万円

未収入金 10,976 

短期貸付金 8,560 

買掛金 64,011 

未払金 1,348 

※２ 授権株式数   普通株式    250,000千株 

   発行済株式数  普通株式    69,843千株 

※２ 授権株式数   普通株式    250,000千株 

   発行済株式数  普通株式    69,843千株 

※３ 当社の保有する自己株式 普通株式  209千株 ※３ 当社の保有する自己株式 普通株式  450千株 

 ４ 配当制限 

  商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は2,404

百万円である。 

 ４ 配当制限 

  商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は4,460

百万円である。 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社に関する事項 

   関係会社との取引にかかるものは次のとおりであ

る。 

売上高 636,927百万円

受取配当金 43 

固定資産賃貸料 340 

材料費 520,489 

外注加工費 3,760 

※１ 関係会社に関する事項 

   関係会社との取引にかかるものは次のとおりであ

る。 

売上高 658,370百万円

受取配当金 231 

固定資産賃貸料 407 

材料費 559,303 

外注加工費 4,360 

※２ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

  2,848百万円

※２ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

2,182百万円

※３ 販売費及び一般管理費 

   販売費に属する費用の販売費及び一般管理費に対

する割合は12％であり、一般管理費に属する費用

の割合は88％である。 

   主な費目及び金額は次のとおりである。 

製品保証引当金繰入額 572百万円

賃借料 99 

法定福利費・福利厚生費 660 

報酬・給料賃金・賞与 2,569 

退職給付費用 125 

役員退職引当金繰入額 190 

減価償却費 376 

手数料 297 

研究開発費 94 

その他 1,578 

計 6,574 

※３ 販売費及び一般管理費 

   販売費に属する費用の販売費及び一般管理費に対

する割合は13％であり、一般管理費に属する費用

の割合は87％である。 

   主な費目及び金額は次のとおりである。 

製品保証引当金繰入額 607百万円

賃借料 127 

法定福利費・福利厚生費 480 

報酬・給料賃金・賞与 2,480 

退職給付費用 161 

役員退職引当金繰入額 193 

減価償却費 367 

手数料 288 

研究開発費 94 

その他 1,360 

計 6,161 

※４ 固定資産売却益の内訳 

土地 636百万円

※４ 固定資産売却益の内訳 

土地 898百万円

その他 0 

計 898 

    

※５ 固定資産処分損の内訳 

建物 5百万円

機械及び装置 117 

工具、器具及び備品 0 

計 122 

※５ 固定資産処分損の内訳 

建物 151百万円

機械及び装置 471 

その他 49 

計 672 

※６ 無償修理費は、トヨタ自動車㈱(親会社)に対する

ものである。 

※６ 無償修理費は、トヨタ自動車㈱(親会社)に対する

ものである。 

※７ 特別損失(その他)の主な内訳 

転籍者退職割増金 186百万円

製品保証引当金繰入額 13 

保険解約一時金 433 

新車切替特別対応費用 394 

田浦地区撤去費用 319 

その他 7 

計 1,354 

※７ 特別損失(その他)の主な内訳 

田浦地区撤去費用 341百万円

会員権評価損 4 

過年度退職給付費用 12 

プレス設備対応費用 262 

計 619 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
機械及び 
装置 
(百万円) 

工具・器具
及び備品 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額 

334 2,303 2,637

減価償却累 
計額相当額 

237 1,779 2,016

期末残高 
相当額 

96 523 620
  

工具・器具及び備品 
(百万円) 

取得価額相当額 717 

減価償却累計額相当額 534 

期末残高相当額 182 

 ②未経過リース料期末残高相当額 

１年内 460百万円

１年超 176百万円

合計 636百万円

 ②未経過リース料期末残高相当額 

１年内 131百万円

１年超 56百万円

合計 187百万円

 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 674百万円

減価償却費相当額 647百万円

支払利息相当額 20百万円

 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 377百万円

減価償却費相当額 450百万円

支払利息相当額 6百万円

 ④減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

 ④減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定方法 

  ・同左 

  ・利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

  ・同左 

２ オペレーティング・リース取引 

―――――― 

  



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

(注) 前事業年度及び当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、注記を省略している。 

  

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
  当事業年度 
(平成18年３月31日) 

繰延税金資産       

 退職給付引当金超過額 1,956百万円   2,123百万円 

 未払事業税 231百万円   159百万円 

 未払費用 2,475百万円   2,433百万円 

 確定拠出年金掛金過去勤務債務 1,030百万円   567百万円 

 減価償却超過額 686百万円   659百万円 

 製品保証引当金 247百万円   242百万円 

 役員退職引当金 245百万円   280百万円 

 その他 274百万円   227百万円 

繰延税金資産・合計 7,147百万円   6,693百万円 

        

繰延税金負債       

 その他有価証券評価差額金 △1,602百万円   △2,973百万円 

 固定資産圧縮積立金 △710百万円   △677百万円 

 特別償却積立金 △147百万円   △124百万円 

 固定資産圧縮特別勘定積立金 △246百万円   △334百万円 

 その他 △4百万円   △6百万円 

繰延税金負債・合計 △2,711百万円   △4,116百万円 

繰延税金資産の純額 4,435百万円   2,576百万円 

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

  流動資産―繰延税金資産 3,405百万円 3,264百万円 

  固定資産―繰延税金資産 1,029百万円 ―百万円 

  流動負債―繰延税金負債 ―百万円 ―百万円 

  固定負債―繰延税金負債 ―百万円 △687百万円 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,194.25円 １株当たり純資産額 1,305.49円

１株当たり当期純利益金額 105.30円 １株当たり当期純利益金額 105.56円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

105.10円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額 

105.16円

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益(百万円) 7,482 7,481

普通株主に帰属しない金額(百万円) 142 137

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (142) (137)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 7,339 7,344

普通株式の期中平均株式数(千株) 69,705 69,572

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

普通株式増加数(千株) 132 264

(うち新株予約権(千株)) (132) (264)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式の概要 

― ―



(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

投資 
有価証券 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 
(百万円) 

その他 
有価証券 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルー
プ 

1,190.93 2,143 

㈱デンソー 432,005.00 2,008 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 638.00 829 

セントラル自動車㈱ 2,759,000.00 699 

㈱豊田自動織機 143,001.00 687 

㈱横浜銀行 636,000.00 613 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 322,296.00 554 

豊田通商㈱ 147,409.00 470 

東和不動産㈱ 160,000.00 470 

愛知トヨタ自動車㈱ 98,346.00 265 

アイシン精機㈱ 38,115.00 174 

トリニティ工業㈱ 100,000.00 156 

豊田合成㈱ 44,005.00 113 

トヨタ車体㈱ 35,000.00 80 

その他24銘柄 788,486.00 352 

その他有価証券 計 5,705,491.93 9,619 



【有形固定資産等明細表】 
  

(注) １ 当期増加額の主なもの 

  

２ 当期減少額の主なもの 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却累計
額(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 73,861 
※１ 
10,747 

 ※６

1,242 83,366 41,349 2,222 42,017

 構築物 7,696 712 93 8,315 6,169 272 2,146

 機械及び装置 112,926 
※２ 
24,160 

 ※７

7,837 129,249 86,102 7,911 43,146

 車両及び運搬具 1,332 280 192 1,420 1,047 158 373

 工具・器具及び 
 備品 

57,609 
※３ 

5,738 
 ※８

9,412 53,935 44,279 5,216 9,656

 土地 19,701 ― 8 19,693 ― ― 19,693

 建設仮勘定 10,959 
※４ 
29,533 

 ※９

27,282 13,210 ― ― 13,210

有形固定資産計 284,087 71,172 46,067 309,191 178,948 15,781 130,242

無形固定資産       

 借地権 597 ― ― 597 ― ― 597

 ソフトウェア 3,836 
※５ 

566 289 4,114 2,508 506 1,606

 電話加入権 15 ― ― 15 ― ― 15

 施設利用権 46 2 0 48 42 0 6

無形固定資産計 4,496 568 289 4,776 2,550 506 2,226

長期前払費用 303 ― 0 302 268 36 34

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

※１ 建物 岩手第２ライン投資 10,086百万円

※２ 機械及び装置 岩手第２ライン投資 19,030百万円

  新車生産準備投資 2,581百万円

※３ 工具・器具及び備品 型治具 4,433百万円

  新車両生産指示システム 381百万円

※４ 建設仮勘定 岩手第２ライン投資 18,177百万円

  主たる機能移転投資 4,671百万円

  新車生産準備投資 4,420百万円

※５ ソフトウェア 新車両生産指示システム 69百万円

※６ 建物 田浦総合工場撤去 830百万円

※７ 機械及び装置 新車生産準備に伴う廃売却 2,342百万円

  田浦総合工場撤去 2,266百万円

  成形機売却 551百万円

  東富士プレス工程整備に伴う廃却 441百万円

※８ 工具・器具及び備品 新車生産準備に伴う廃売却 8,879百万円

※９ 建設仮勘定 岩手第２ライン投資 23,081百万円

  新車生産準備投資 3,114百万円



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式は450,939株である。 

２ 当期増加額は、前期決算の利益処分によるものである。 

３ 当期減少額は、前期決算の利益処分によるものである。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) １ 貸倒引当金の当期減少額「その他」欄の金額は、個別評価債権回収による戻入れ額である。 

２ 愛・地球博出展引当金の当期減少額「その他」欄の金額は、愛・地球博が当期中に閉会したのに伴い、出展に係る費用の

精算額については目的取崩しを行い、その結果生じた余剰金額を戻し入れたものである。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 6,850 ― ― 6,850

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式  (注)１ (株) (69,843,137) (―) (―) (69,843,137)

普通株式  (注)１ (百万円) 6,850 ― ― 6,850

計 (株) (69,843,137) (―) (―) (69,843,137)

計 (百万円) 6,850 ― ― 6,850

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

  
(百万円) 

4,840 ― ― 4,840

合併差益 (百万円) 303 ― ― 303

(その他資本剰余金) 
自己株式処分差益 

(百万円) 1 ― ― 1

計 (百万円) 5,145 ― ― 5,145

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 1,712 ― ― 1,712

(任意積立金) 
特別償却準備金 

(注)２(注)３ 

  
(百万円) 243 48 

  
76 

214

固定資産圧縮積立金 
(注)３ 

(百万円) 1,120 ― 54 1,066

固定資産圧縮特別勘
定積立金  (注)２ 

(百万円) ― 369 ― 369

別途積立金 
(注)２ 

(百万円) 57,800 5,500 ― 63,300

計 (百万円) 60,876 5,917 131 66,663

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金  (注)１ 18 2 ― 3 18

製品保証引当金 618 607 618 ― 607

愛・地球博出展引当金 
(注)２ 

41 9 48 2 ―

役員退職引当金 614 202 116 ― 700



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

①現金及び預金 
  

  

②受取手形 

相手先別内訳 
  

  

期日別内訳 
  

  

区分 金額(百万円)

現金 12

普通預金 294

合計 306

取引先 金額(百万円)

㈱イヤサカ 45

㈱バンザイ 27

安全自動車㈱ 18

㈱サンキョー 12

㈱オギハラ 10

マルスン㈱他 14

合計 128

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 合計 

金額(百万円) 15 16 24 47 23 128



③売掛金 

相手先別内訳 
  

  

売掛金の発生、回収及び滞留状況 
  

  

２ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。 

  

④棚卸資産 

原材料 
  

  

仕掛品 
  

  

取引先 金額(百万円)

トヨタ自動車㈱ 40,668

デジタルメディアサービス㈱ 206

関東商事㈱ 119

㈱ジェータックス 100

㈱トヨタモデリスタインターナショナル 32

安全自動車㈱他 186

合計 41,313

区分 
前期末残高 
(百万円) 
ａ 

当期発生高 
(百万円) 
ｂ 

当期回収高
(百万円) 
ｃ 

当期末残高
(百万円) 
ｄ 

回収率(％) 滞留期間(日)

売掛金 37,265 688,256 684,208 41,313 94.3 20.8

(注) １ 回収率及び滞留期間の算出方法 回収率＝
ｃ

×100   滞留期間＝
(ａ＋ｄ)×1/2 

×365日 
ａ＋ｂ ｂ

内容 金額(百万円)

部品他 653

塗料・油脂材 237

鋼板 195

合計 1,086

内容 金額(百万円)

自動車ボデー 1,961

部品他 2,691

合計 4,652



貯蔵品 
  

  

⑤未収金 

相手先別内訳 
  

  

⑥支払手形 

相手先別内訳 
  

  

期日別内訳 
  

  

内容 金額(百万円)

補材，消耗器工具 333

燃料等 21

合計 355

取引先 金額(百万円)

関東商事㈱ 6,299

㈱ワイズ 2,894

㈱ケー・アイ・ケー 931

横浜防衛施設局 910

トヨタ自動車㈱ 777

トヨタ紡織㈱他 1,324

合計 13,137

取引先 金額(百万円)

㈱青山製作所 89

中部工業㈱ 65

㈱旭洋工業製作所 63

グリーンフィクス㈱ 44

㈱トヨタテクノサービス 37

㈱槌屋他 498

合計 798

期日 平成18年４月 ５月 ６月 合計 

金額(百万円) 227 237 334 798



⑦買掛金 

相手先別内訳 
  

  

⑧親会社短期借入金 
  

  

⑨未払金 
  

取引先 金額(百万円)

トヨタ自動車㈱ 53,446

関東商事㈱ 6,513

トヨタ紡織㈱ 3,361

㈱ワイズ 2,861

豊田通商㈱ 1,345

㈱ケー・アイ・ケー他 7,862

合計 75,390

区分 金額(百万円)

トヨタ自動車㈱ 12,786

   

合計 12,786

区分 金額(百万円)

賃金 2,904

設備 470

外注加工費 1,949

修繕料 521

雑給 478

消耗備品費 41

確定拠出年金移行掛金 1,065

事業所税他 6,456

合計 13,887



⑩設備支払手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はない。 

  

取引先 金額(百万円)

清水建設㈱ 678

トヨタT＆S建設㈱ 442

西松建設㈱ 130

名古屋テック㈱ 120

高砂熱学工業㈱ 64

㈱オチアイネクサス他 541

合計 1,977

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 合計 

金額(百万円) 982 186 465 343 1,977



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成18年６月15日開催の定時株主総会の決議により、公告の方法を電子公告により行うことに変更した。なお、電子公告に

よることができない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載する。 

  

決算日 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
１株券,５株券,10株券,50株券,100株券,500株券,1,000株券,10,000株券,100,000株券 
100株未満の株式については、その株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料(ただし、不所持株券の交付及び分割等の場合を除く)

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 (注)

株主に対する特典 該当事項なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等トヨタ自動車株式会社は継続開示会社である。 

親会社等の上場取引所は次のとおりである。 

 株式会社 東京証券取引所 

 株式会社 名古屋証券取引所 

 株式会社 大阪証券取引所 

 証券会員制法人 福岡証券取引所 

 証券会員制法人 札幌証券取引所 

 ニューヨーク証券取引所(米国) 

 ロンドン証券取引所(英国) 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

  

  

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第89期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出 

(2)  半期報告書 (第90期中) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
  
平成17年12月22日 
関東財務局長に提出 

  
(3) 

  
自己株券買付状況 
報告書 

      
平成17年４月15日 
平成17年５月13日 
平成17年６月15日 
平成17年７月14日 
平成17年11月15日 
平成17年12月14日 
平成17年12月15日 
平成18年１月12日 
平成18年２月14日 
平成18年３月13日 
平成18年４月13日 
平成18年５月12日 
平成18年６月12日 
関東財務局長に提出 

(4)  
  
  

  
平成17年12月14日 
提出の自己株券 
買付状況報告書の 
訂正報告書 

      
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出 
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月14日

関東自動車工業株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関東自動車

工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たち

に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得

たと判断している。 

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関東自

動車工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４(ハ)④に記載のとおり、会社は、従来、役員の退職金は支出

時の費用として処理する方法を採用していたが、当連結会計年度から内規に基づく連結会計年度末要支給額を引当

計上する方法に変更した。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

西村公認会計士事務所 

 公認会計士  西  村  誠  治  ㊞ 

本間公認会計士事務所 

 公認会計士  本  間  利  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月15日

関東自動車工業株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関東自動車

工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たち

に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得

たと判断している。 

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関東自

動車工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４ (ロ) ① イに記載のとおり、有形固定資産の減価償却の方法

について、会社は、従来、岩手工場については定額法を採用していたが、当連結会計年度から定率法(但し、建物及

び工具については従来どおり定額法)に変更した。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

西村公認会計士事務所 

 公認会計士  西  村  誠  治  ㊞ 

本間公認会計士事務所 

 公認会計士  本  間  利  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月14日

関東自動車工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関東自動車

工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第89期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たち

に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関東自動車

工業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な会計方針４④に記載のとおり、会社は、従来、役員の退職金は支出時の費用として処理する方法を採用し

ていたが、当期から内規に基づく期末要支給額を引当計上する方法に変更した。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

  
  

西村公認会計士事務所 

 公認会計士  西  村  誠  治  ㊞ 

本間公認会計士事務所 

 公認会計士  本  間  利  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月15日

関東自動車工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関東自動車

工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第90期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たち

に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関東自動車

工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な会計方針３①に記載のとおり、有形固定資産の減価償却の方法について、会社は、従来、岩手工場につい

ては定額法を採用していたが、当期から定率法(但し、建物及び工具については従来どおり定額法)に変更した。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

西村公認会計士事務所 

 公認会計士  西  村  誠  治  ㊞ 

本間公認会計士事務所 

 公認会計士  本  間  利  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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